
別 記  

第１号様式（第２条第２項）  

 

公共的団体認定申請書  

 

年  月  日  

 

 （宛先）大網白里市長  

 

主たる事務所の所在地  

申請者 名称及び代表者の氏名  

電話番号  

担当者名  

 

大網白里市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する

条例施行規則第２条第２項の規定により、公共的団体の認定を受けたいので、関

係書類を添えて、下記のとおり申請します。  

記 

 

１ 申請者の資本金、基本金その他これらに準ずるものの出資総額及び出資者の

うち地方公共団体別の出資金額  

⑴ 出資総額         千円（    年  月  日現在） 

⑵ 地方公共団体別出資金額  

地 方 公 共 団 体 名  出 資 金 額  

  千円  

  千円  

  千円  

合 計  千円  

 

２ 土砂等の埋立て等に係る事業の実績  

 

 

添付書類  

１ 定款の写し  

２ 登記事項証明書  

３ 事業報告書、損益計算書及び貸借対照表  

  



第２号様式（第２条第３項） 

 

公共的団体認定通知書 

 

指令第   号 

年  月  日 

 

          様 

 

                  大網白里市長    印 

 

    年  月  日付けで申請のありました公共的団体の認定につ

いては、下記のとおり認定したので大網白里市土砂等の埋立て等による

土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例施行規則第２条第３項の

規定により通知します。 

 

記 

 

１ 公共的団体の名称 

２ 認定番号      公共的団体第    号 

３ 認定年月日         年  月  日 

  



第３号様式（第７条） 

 

特定事業許可適用除外届出書  

 

                              年  月  日  

 

（宛先）大網白里市長  

 

               住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

 

           届出者 氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 

               電話番号 

               担当者名 

 

大網白里市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条

例第９条第１項第 号の規定により、特定事業許可の適用除外に該当するので、下

記のとおり関係書類及び図面を添えて届け出ます。  

 

記  

 

添付書類 

 １ 特定事業場の位置図及び付近の見取図 

 ２ 特定事業区域及び特定事業場の計画平面図及び計画断面図（特定事業の施工

前後の構造が確認できるものに限る。） 

 ３ 特定事業区域及び特定事業場の土地の登記事項証明書及び公図の写し 

 ４ 特定事業に使用される土砂等の予定量の計画書 

 ５ 擁壁を用いる場合は、当該擁壁の断面図及び背面図 

 ６ 特定事業に使用される土砂等の搬入経路図 

 ７ 土砂等発生元証明書 

 ８ この条例以外の法令で規制があり、それぞれの法令の適用を受け、許認可等

が必要なものについては、その写し 

 ９ その他市長が必要と認める書類及び図面等 

  



第４号様式（第７条第７号及び第１８条第２項） 

 

土砂等発生元証明書  

                            年  月  日  

         様  

                  発生元事業者 住所  

                  （発注者）  氏名        

                         担当者  

                         電話番号  

                  発生元事業者 住所  

                  （元請負人） 氏名        

                         現場責任者  

                         電話番号  

                  発生元事業者 住所  

                  （下請負人） 氏名        

                         現場責任者  

                         電話番号  

                   （法人にあっては、主たる事務所の  

                    所在地、名称及び代表者の氏名）  

 

下記のとおり搬出する土砂等が次の工事現場から発生し、又は採取された土砂等であること

を証明します。  

当該土砂等は、一時堆積場等（改良プラント等を含む。）を経由せず、工事現場から埋立場

所へ直接搬入します。  

なお、当該土砂等は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第

２条第１項に規定する廃棄物ではありません。  

記 

工 事 名    

工 事 施 工 場 所    

工 事 施 工 期 間     年  月  日～   年  月  日  

当 該 工 事 に 係 る 土 砂 等 発 生 総 量       ㎥（うち搬出契約量     ㎥）  

今 回 の 証 明 に 係 る 土 砂 等 の 量        ㎥（５，０００㎥以内）  

土 砂 等 が 安 全 基 準 に 適 合  

し て い る こ と を 証 す る 書 面  

□ 発生土砂等の地質分析（濃度）結果証明書 

□ 汚染要因に関する調査票 

□ なし  

発 生 土 砂 等 の 区 分  

□ 第１種 

□ 第２ａ種 

建設発生土のうち □ 第２ｂ種 に該当 

□ 第３ａ種 

□ 第３ｂ種  

発 生 土 砂 等  

運 搬 契 約 者 名  

① 

住 所   

氏 名   

② 

住 所   

氏 名   



③ 

住 所   

氏 名   

発 生 土 砂 等 運 搬 車 両 一 覧  別紙のとおり  

搬 入 経 路 図  別添のとおり  

発生土砂等埋立事業  

事 業 名   

事 業 場 所   

事 業 者   

備考  

１ 発生土砂等の区分の欄には、発生土利用基準について（平成１８年８月１０日国官技第

１１２号、国官総第３０９号、国営計第５９号）表―１土質区分基準の項細区分の目に規

定する分類を選択すること。  

２ 搬入経路図は、工事現場から埋立場所までの全経路図と、大網白里市内の詳細な経路図

の２種類を添付すること。   



別紙  

発生土砂等運搬車両一覧  

№ 運搬契約者名  車体の形状  車体の色  
自動車登録番号  

又は車両番号  

最大積載量  

k g  
備 考  

１        

２        

３        

４        

５        

６        

７        

８        

９        

1 0        

1 1        

1 2        

1 3        

1 4        

1 5        

  



第５号様式（第８条第１項）  

 

特定事業計画書  

 

                                  年  月  日  

 

 （宛先）大網白里市長  

 

                      事 業 主 住所  

                            氏名         

                            電話番号  

                      施 工 者 住所  

                            氏名          

                            電話番号  

                      土地所有者 住所  

                            氏名          

                            電話番号  

                     （法人にあっては、主たる事務所の  

                      所在地、名称及び代表者の氏名）  

                            担当者名  

                            電話番号  

   

 大網白里市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例第１０条

の規定により、次の特定事業について関係書類及び図面を添えて協議します。  

特 定 事 業 の 区 分  □特定事業 ・ □一時堆積特定事業  

特定事業区域及び特定事業場

の 位 置 及 び 面 積  

特定事業場の位置  

     ほか   筆  

 

うち特定事業区域の位置  

     ほか   筆  

特定事業場の面積  

（実測）    ㎡  

 

うち特定事業区域の面積  

（実測）    ㎡  

特 定 事 業 の 期 間    

総搬入量（一時堆積特定事業  

に あ っ て は 総 搬 出 量 ）  
           ㎥（        ㎥）  

跡 地 利 用 計 画  
  

他の法令等の許認可等・届出  

を要する場合はその法令等と  

許 認 可 等 ・ 届 出 の 状 況  

  

  



６号様式（第８条第１項）  

 

特定事業変更計画書  

 

                              年  月  日  

 

 （宛先）大網白里市長  

 

                    事 業 主 住所  

                          氏名            

                          電話番号  

                    施 工 者 住所  

                          氏名            

                          電話番号  

                    土地所有者 住所  

                          氏名            

                          電話番号  

                    （法人にあっては、主たる事務所の所在地、名

称及び代表者の氏名）  

                          担当者名  

                          電話番号  

 

    年  月  日付け   指令第  号で許可を受けた事項について、変

更したいので、大網白里市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止

に関する条例第１０条の規定により、関係書類及び図面を添えて協議します。  

 

  変更後  変更前  

変 更 す る  

事 項 の 内 容  

    

変 更 の 理 由  

  

  



第７号様式（第８条第３項） 

 

特定事業事前協議済書 

 

第    号 

年  月  日 

 

       様 

 

大網白里市長        印 

 

    年  月  日付けで提出のあった特定事業（変更）計画書に

ついては、協議が成立したので、特定事業事前協議済書を交付します。 

なお、本書の有効期限は、本日から１年間です。 

  



第８号様式（第１０条第２項、第１１条第２項第３３号及び第５項第７号、第１６

条第３項第１３号及び第２６条第２項第１４号） 

 

特定事業区域内（特定事業場内）施工同意書  

 

 私が権利（所有権を除く。）を有する次の土地において、以下の特定事業許可申請者

が土砂等の埋立て等又は一時堆積を行うことに同意します。  

所在及び地番  地目  地積 (登記簿 )  権利の種類  備考  

     ㎡      

     ㎡      

     ㎡      

 また、同意の前提として、以下の特定事業許可申請者から   年  月  日に

説明を受け、次のとおり確認しました。  

特 定 事 業  

許 可 申 請 者  

氏名（名称及び代表者の氏名）   

住所（主たる事務所の所在地）   

連 絡 先   

担 当 者  

氏 名   

連 絡 先   

特 定 事 業 区 域 の 位 置 及 び 面 積  
 

（      ㎡）  

特 定 事 業 場 の 位 置 及 び 面 積  
 

（      ㎡）  

特 定 事 業 の 期 間  年  月頃～   年  月頃  

特定事業が完了したときの特定事業区域の

構造（一時堆積特定事業の場合は事業に供

する施設及び土砂等の堆積の構造）  

図面等により  
□確認した 

□確認してない 

特 定 事 業 に 使 用 さ れ る 土 砂 等 の 予 定 量  ㎥   

跡 地 利 用 計 画  計画内容を  
□確認した 

□確認してない 

調 整 池 の 構 造  図面等により  
□確認した 

□確認してない 

放 流 先 水 路 の 流 域 、 断 面 図 及 び 流 量 計 算  図面等により  
□確認した 

□確認してない 

特 定 事 業 に 使 用 さ れ る 土 砂 等 の 搬 入 計 画  計画内容を  
□確認した 

□確認してない 

特 定 事 業 場 へ の 土 砂 等 の 搬 入 経 路  図面等により  
□確認した 

□確認してない 

そ の 他 （           ）   

ここに同意したことを証するため、署名します。  

 

     年  月  日  

 

          権利者 住所（主たる事務所の所在地）  

              氏名（名称及び代表者の氏名）         

  



第９号様式（第１０条第２項、第１１条第２項第３３号及び第５項第７号、第１６

条第３項及び同項第１３号並びに第２６条第２項第１４号） 

 

特定事業区域外土地使用同意書  

 

私が所有する次の土地について、以下の特定事業許可申請者が計画する特定事業場

に供するため提供することに同意します。  

所在及び地番  地目  地積（登記簿）  提供期間  

     ㎡    

     ㎡    

     ㎡    

また、同意の前提として、以下の特定事業許可申請者から   年   月  日に

説明を受け、次のとおり確認しました。  

特 定 事 業  

許可申請者  

氏名（名称及び代表者の氏名）   

住所（主たる事務所の所在地）   

連 絡 先   

担 当 者  
氏 名   

連 絡 先   

特 定 事 業 区 域 の 位 置 及 び 面 積  
 

（      ㎡）  

特 定 事 業 場 の 位 置 及 び 面 積  
 

（      ㎡）  

特 定 事 業 の 期 間  年  月頃～   年  月頃  

特定事業が完了したときの特定事業区域の
構造（一時堆積特定事業の場合は、事業に
供する施設及び土砂等の堆積の構造）  

図面等により  
□確認した 
□確認してない  

特定事業に使用される土砂等の予定量             ㎥       

跡 地 利 用 計 画  計画内容を  
□確認した 
□確認してない 

調 整 池 の 構 造  図面等により  
□確認した 
□確認してない 

放流先水路の流域、断面図及び流量計算  図面等により  
□確認した 
□確認してない 

特定事業に使用される土砂等の搬入計画  計画内容を  
□確認した 
□確認してない 

特 定 事 業 場 へ の 土 砂 等 の 搬 入 経 路  図面等により  
□確認した 
□確認してない 

そ の 他 （           ）   

ここに同意したことを証するため、署名します。  

 

     年  月  日  

 

         土地所有者 住所（主たる事務所の所在地）  

               氏名（名称及び代表者の氏名）         

  



第１０号様式（第１０条第３項、第１１条第２項第３４号項及び第５項第７号、第

１６条第３項第１４号並びに第２６条第２項第１５号） 

 

近傍土地所有者承諾書  

 

 私が所有する次の土地の近傍において、以下の特定事業許可申請者が土砂等の埋

立て等又は一時堆積を行うことに異議がないので、承諾します。  

所在及び地番  地目  地積（登記簿）  備考  

     ㎡    

     ㎡    

     ㎡    

 また、承諾の前提として、以下の特定事業許可申請者から   年  月  日に

説明を受け、次のとおり確認しました。  

特 定 事 業  

許 可 申 請 者  

氏名（名称及び代表者の氏名）   

住所（主たる事務所の所在地）   

連 絡 先   

担 当 者  

氏 名   

連 絡 先   

特 定 事 業 区 域 の 位 置 及 び 面 積  
 

（      ㎡）  

特 定 事 業 場 の 位 置 及 び 面 積  
 

（      ㎡）  

特 定 事 業 の 期 間  年  月頃～   年  月頃  

特定事業が完了したときの特定事業区域の構

造（一時堆積特定事業の場合は、事業に供す

る施設及び土砂等の堆積の構造）  

図面等により  
□確認した  

□確認してない  

特 定 事 業 に 使 用 さ れ る 土 砂 等 の 予 定 量                   ㎥     

跡 地 利 用 計 画  計画内容を  
□確認した  

□確認してない  

調 整 池 の 構 造  図面等により  
□確認した  

□確認してない  

放 流 先 水 路 の 流 域 、 断 面 図 及 び 流 量 計 算  図面等により  
□確認した  

□確認してない  

特 定 事 業 に 使 用 さ れ る 土 砂 等 の 搬 入 計 画  計画内容を  
□確認した  

□確認してない  

特 定 事 業 場 へ の 土 砂 等 の 搬 入 経 路  図面等により  
□確認した  

□確認してない  

そ の 他 （           ）   

ここに承諾したことを証するため、署名します。  

 

     年  月  日  

 

       土地所有者 住所（主たる事務所の所在地）  

             氏名（名称及び代表者の氏名）         

  



第１１号様式（第１０条第５項、第１１条第２項第３５号及び第５項第７号並びに

第１６条第３項第１５号） 

 

周辺住民承諾書  

 

以下の特定事業許可申請者が計画する特定事業場の周辺に居住する世帯の主とし

て、その施工に異議がないので、承諾します。  

また、承諾の前提として、以下の特定事業許可申請者から   年  月  日

に説明を受け、次のとおり確認しました。  

特 定 事 業  

許可申請者  

氏名（名称及び代表者の氏名）   

住所（主たる事務所の所在地）   

連 絡 先   

担 当 者  
氏 名   

連 絡 先   

特 定 事 業 区 域 の 位 置 及 び 面 積  
 

（      ㎡）  

特 定 事 業 場 の 位 置 及 び 面 積  
 

（      ㎡）  

特 定 事 業 の 期 間  年  月頃～   年  月頃  

特定事業が完了したときの特定事業区域の

構造（一時堆積特定事業の場合は、事業に

供する施設及び土砂等の堆積の構造）  

図面等により  
□確認した 

□確認してない  

特定事業に使用される土砂等の予定量  
                 

㎥  

跡 地 利 用 計 画  計画内容を  
□確認した 

□確認してない 

調 整 池 の 構 造  図面等により  
□確認した 

□確認してない 

放流先水路の流域、断面図及び流量計算  図面等により  
□確認した 

□確認してない 

特定事業に使用される土砂等の搬入計画  計画内容を  
□確認した 

□確認してない 

特 定 事 業 場 へ の 土 砂 等 の 搬 入 経 路  図面等により  
□確認した 

□確認してない 

そ の 他 （           ）   

ここに承諾したことを証するため、署名します。  

 

年  月  日  

 

                     世帯主 住所  

                         氏名            

  



第１２号様式（第１０条第５項、第１１条第２項第３５号及び第５項第７号並びに

第１６条第３項第１５号） 

 

世帯数調査書  

 

     年  月  日  

 

                事 業 主 住所  

                      氏名            

                      電話番号  

                施 工 者 住所  

                      氏名            

                      電話番号  

                土地所有者 住所  

                      氏名            

                         電話番号  

                 （法人にあっては、主たる事務所の  

                  所在地、名称及び代表者の氏名）  

                      担当者名  

                      電話番号         

 

 次のとおり相違ありません。  

 

１ 調査の時点     年  月  日  

２ 調査した地域  特定事業場に接する１００ｍ以内の地域  

３ 居住する世帯数        世帯  

４ 該当する世帯の住所及び世帯主の氏名  

番号  住所  世帯主氏名  承諾  

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

備考 上記の世帯の位置を２，５００分の１の地図に記入し、承諾が得られた世帯

には赤丸で印を付けること。承諾が得られた世帯は、上記の承諾の欄に○を

記入すること。  

  



第１３号様式（第１０条第７項、第１１条第２項第３６号及び第５項第７号並びに

第１６条第３項第１６号） 

 

区･自治会承諾書  

 

以下の特定事業許可申請者が計画する特定事業場の存する区・自治会として、そ

の施工に異議がないので、承諾します。  

また、承諾の前提として、以下の特定事業許可申請者から   年  月  日

に説明を受け、次のとおり確認しました。  

特 定 事 業  

許可申請者  

氏名（名称及び代表者の氏名）   

住所（主たる事務所の所在地）   

連 絡 先   

担 当 者  
氏 名   

連 絡 先   

特 定 事 業 区 域 の 位 置 及 び 面 積  
 

（      ㎡）  

特 定 事 業 場 の 位 置 及 び 面 積  
 

（      ㎡）  

特 定 事 業 の 期 間  年  月頃～   年  月頃  

特定事業が完了したときの特定事業区域の
構造（一時堆積特定事業の場合は、事業に
供する施設及び土砂等の堆積の構造）  

図面等により  
□確認した 
□確認してない  

特定事業に使用される土砂等の予定量  
                 

㎥  

跡 地 利 用 計 画  計画内容を  
□確認した 
□確認してない 

調 整 池 の 構 造  図面等により  
□確認した 
□確認してない 

放流先水路の流域、断面図及び流量計算  図面等により  
□確認した 
□確認してない 

特定事業に使用される土砂等の搬入計画  計画内容を  
□確認した 
□確認してない 

特 定 事 業 場 へ の 土 砂 等 の 搬 入 経 路  図面等により  
□確認した 
□確認してない 

そ の 他 （           ）   

なお、大網白里市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関

する条例第１２条第５項に規定する特定事業場の周辺地域の環境保全に係る遵守事

項についての協定については、  

□別紙のとおり特定事業許可申請者と締結しました。 

□締結を申し出ません。 

□その他（                   ） 

 

ここに承諾したことを証します。  

    

  年  月  日  

  

                     区・自治会名          

  



第１４号様式（第１１条第１項） 

（第１面）  

特定事業許可申請書  

 

                              年  月  日  

 

 （宛先）大網白里市長  

 

                   事 業 主 住所  

                         氏名         印  

                         電話番号  

                   施 工 者 住所  

                         氏名         印  

                         電話番号  

                   土地所有者 住所  

                         氏名         印  

                         電話番号  

                     （法人にあっては、主たる事務所の  

                      所在地、名称及び代表者の氏名）  

                         担当者名  

                         電話番号  

 

大網白里市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条

例第１３条第１項の規定により、特定事業の許可を受けたいので、関係書類及び図

面を添えて下記のとおり申請します。  

 

記  

特定事業区域  

及び特定事業の  

位置及び面積  

特定事業場の位置  

ほか   筆  

うち特定事業区域の位置  

ほか   筆  

特定事業場の面積  

（実測）     ㎡うち

特定事業区域の面積  

（実測）     ㎡  

特 定 事 業 の 期 間   

現 場 責 任 者 の 氏 名 、 職 名 及 び そ の 他 の 事 項 別添現場責任者選任書のとおり  

下請事業者の氏名及び住所（法人にあっては名称、代表者の氏

名及び主たる事務所の所在地）並びにその他の事項 
別添下請事業者選任書のとおり  

特 定 事 業 区 域 の 表 土 の 地 質 の 状 況 別添のとおり 

特 定 事 業 に 使 用 さ れ る 土 砂 等 の 量             ㎥  

特 定 事 業 が 完 了 し た と き の 特 定 事 業 区 域 の 構 造  別添図面のとおり  

特 定 事 業 に 使 用 さ れ る 土 砂 等 の 搬 入 計 画 に 関 す る 事 項  別紙のとおり  

特定事業が施工されている間において、特定事業区域以外の地

域への排水の水質検査を行うために必要な措置 
別添図面のとおり  

特定事業が施工されている間において、特定事業区域以外の  

地域への当該特定事業に使用された土砂等の崩落、飛散又は  

流出による災害の発生を防止するために必要な措置  

別添施工図面のとおり  



（第２面）  

添 
 

付 
 

書 
 

類 

１ 住民票の写し（法人にあっては、法人の登記事項証明書）及び印鑑登録証明書  

２ 申請者が条例第１５条第１項第１号アからソまでに該当しない者であることの誓約書  

３ 土地の所有者の特定事業者としての責務等についての確認書  

４ 申請者が法人である場合は、その役員の住民票の写し  

５ 申請者が法人であって、株主等がある場合は、当該株主等の住民票の写し（当該株主等が

法人である場合は、当該株主等の登記事項証明書）  

６ 申請者が法人であって、その役員が他の法人の役員又は株主等になっている場合は、当該

他の法人の登記事項証明書並びに４及び５に掲げる書類  

７ 申請者が個人であって、他の法人の役員又は株主等になっている場合は、当該他の法人の

登記事項証明書並びに４及び５に掲げる書類  

８ 申請者に規則第１２条に規定する使用人がある場合は、当該使用人の住民票の写し  

９ 申請者が未成年者である場合は、その法定代理人の住民票の写し（当該法定代理人が法人

である場合は、当該法定代理人の登記事項証明書）及び４から８までに掲げる書類  

1 0  請負契約等により特定事業を行う者がある場合は、当該請負契約等に係る書類の写し  

1 1  現場責任者選任書（当該現場責任者の住民票の写し、当該現場責任者が条例第１５条第１

項第４号本文に適合する者であることの誓約書及び当該現場責任者に係る７から９までに掲

げる書類を添付） 

1 2  下請事業者がある場合は、下請事業者選任書（当該下請事業者の住民票の写し（当該下請

事業者が法人である場合は、当該下請事業者の登記事項証明書）並びに当該下請事業者に係

る２及び４から９までに掲げる書類を添付） 

1 3  特定事業場の位置図及び付近の見取図  

1 4  特定事業区域の実測求積図  

1 5  特定事業区域及びその周辺２０メートル以上の区域並びに特定事業場の現況平面図及び現

況断面図  

1 6  特定事業区域及び特定事業場の計画平面図及び計画断面図（特定事業の施工前後の構造が

確認できるものに限る。) 

1 7  特定事業に使用される土砂等の予定量の計算書 

1 8  特定事業区域及びその周辺２０メートルの土地並びに特定事業場の土地の登記事項証明書

及び公図の写し 

1 9  特定事業区域及びその周辺２０メートルの土地並びに特定事業場の土地に係る公図の合成

図で、それらの土地の所有者氏名、地目及び地積を記載したもの（特定事業区域及び特定事

業場が確認できるものに限る。） 

2 0  土質試験等に基づき埋立て等の構造の安定計算を行った場合は、当該安定計算を記載した

計算書 

2 1  擁壁を用いる場合は、当該擁壁の断面図及び背面図並びに構造計算書 

2 2  鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート造の擁壁を用いる場合は、当該擁壁の概要、  

 構造計画、応力算定及び断面算定を記載した構造計算書 

2 3  特定事業が規則別表第２に掲げる行為に該当する場合は、当該行為に該当することを証す

る書面 

2 4  特定事業区域に係る表土の地質検査の試料とした土砂等を採取した地点の位置図及び現場

写真並びに試料ごとの検査試料採取調書及び地質分析（濃度）結果証明書 

2 5  特定事業の施工の方法及び工程、施工に係る組織その他市長が指示する事項を記載した特

定事業施工計画書 

2 6  特定事業区域の排水計画図 

2 7  特定事業に使用される土砂等の搬入経路図 

2 8  農地転用が必要な場合は、許可申請書の写し 

2 9  埋蔵文化財の所在の有無に関する書類 

3 0  特定事業区域内に道路又は水路がある場合は、占用許可書等の写し 

3 1  条例第１５条第１項第１４号の境界に係る境界確定図の写し 

3 2  住民説明会報告書 

3 3  特定事業区域内（特定事業場内）施工同意書及び特定事業区域外土地使用同意書  

3 4  近傍土地所有者承諾書 

3 5  周辺住民承諾書及び世帯数調査書 

3 6  区・自治会承諾書 

3 7  条例第１２条第５項の規定による協定を締結した場合は、協定書の写し 

3 8  その他（                                  ） 



（第３面）  

申請者が法人である場合  

申請者 

 （ふりがな） 

名  称 
主たる事務所の所在地 

 

 

 

役員 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

役職名・呼称 

  
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

株主等（申請者に株主等がある場合） 

 発行済株式の総数         株 出資の総額  

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 

代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保有する株

式の数又は

出資の額 

住  所 

（主たる事務所の所在地） 

 割合 

   
男・女 

  

  

   
男・女 

  

  

規則第１２条に規定する使用人（申請者に当該使用人がある場合） 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

 役職名・呼称 

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、

その書面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、

相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業

務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有する

ものと認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又

は出資の額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。   



（第４面）  

申請者が法人であって、その役員が他の法人の役員又は株主等になっている場合  

申請者 

 名  称 主たる事務所の所在地 

 

 

 

他の法人の役員又は株主等になっている役員 

 
氏  名 

他の法人におけ

る役職名・呼称  

保有する他の法人の 

株式の数又は出資の額 
割合 

 

 

   

他の法人 

 （ふりがな） 

名称及び代表者の氏名 
主たる事務所の所在地 

 

 

 

他の法人の役員 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

役職名・呼称 

  
男・女 

 
    

   
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

他の法人の株主等（他の法人に株主等がある場合） 

 発行済株式の総数         株 出資の総額  

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 

代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保有する株

式の数又は

出資の額 

住  所 

（主たる事務所の所在地） 

 割合 

   
男・女 

  

  

   
男・女 

  

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、

その書面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、相

談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を

執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと

認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は

出資の額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。   



（第５面）  

申請者が個人である場合 

申請者 

 （ふりがな） 

氏  名 
住  所 

 

 
 

規則第１２条に規定する使用人（申請者に当該使用人がある場合） 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

 役職名・呼称 

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

備考 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、

その書面を添付すること。   



（第６面）  

申請者が個人であって、他の法人の役員又は株主等になっている場合 

申請者 

 
氏  名 

他の法人におけ

る役職名・呼称  

保有する他の法人の 

株式の数又は出資の額 
割合 

 

 

   

他の法人 

 （ふりがな） 

名称及び代表者の氏名 
主たる事務所の所在地 

 

 

 

他の法人の役員 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

役職名・呼称 

  
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

他の法人の株主等（他の法人に株主等がある場合） 

 発行済株式の総数         株 出資の総額  

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 

代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保有する株

式の数又は

出資の額 

住  所 

（主たる事務所の所在地） 

 割合 

   
男・女 

  

  

   
男・女 

  

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、

その書面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、相

談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を

執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと

認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は

出資の額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。   



（第７面）  

申請者が条例第１５条第１項第１号セに規定する未成年者であって、その法定代理人

が法人である場合 

申請者 

 氏  名 住  所 

 

 

 

法定代理人 

 （ふりがな） 

名称及び代表者の氏名 
主たる事務所の所在地 

 

 

 

法定代理人の役員 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

役職名・呼称 

  
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

法定代理人の株主等（法定代理人に株主等がある場合） 

 発行済株式の総数         株 出資の総額  

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 

代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保 有 す る 株

式 の 数 又 は

出資の額 

住  所 

（主たる事務所の所在地） 

 割合 

   
男・女 

  

  

   
男・女 

  

  

法定代理人の規則第１２条に規定する使用人（法定代理人に当該使用人がある場合） 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

 役職名・呼称 

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、

その書面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、相

談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を

執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと

認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は

出資の額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。   



（第８面）  

申請者が条例第１５条第１項第１号セに規定する未成年者であり、その法定代理人が

法人であって、その役員が他の法人の役員又は株主等になっている場合  

法定代理人 

 名  称 主たる事務所の所在地 

 

 

 

他の法人の役員又は株主等になっている法定代理人の役員 

 
氏  名 

他の法人におけ

る役職名・呼称  

保有する他の法人の 

株式の数又は出資の額 
割合 

 

 

   

他の法人 

 （ふりがな） 

名称及び代表者の氏名 
主たる事務所の所在地 

 

 

 

他の法人の役員 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

役職名・呼称 

  
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

他の法人の株主等（他の法人に株主等がある場合） 

 発行済株式の総数         株 出資の総額  

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 

代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保有する株

式の数又は

出資の額 

住  所 

（主たる事務所の所在地） 

 割合 

   
男・女 

  

  

   
男・女 

  

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、

その書面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、相

談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を

執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと

認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は

出資の額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。   



（第９面）  

申請者が条例第１５条第１項第１号セに規定する未成年者であって、その法定代理人

が個人である場合 

申請者 

 氏  名 住  所 

 

 
 

法定代理人 

 （ふりがな） 

氏  名 
生年月日 性別 住  所 

 

 

 
男・女 

 

法定代理人の規則第１２条に規定する使用人（法定代理人に当該使用人がある場合） 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

 役職名・呼称 

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

備考 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、

その書面を添付すること。   



（第１０面）  

申請者が条例第１５条第１項第１号セに規定する未成年者であり、その法定代理人が

個人であって、他の法人の役員又は株主等になっている場合 

法定代理人 

 
氏  名 

他の法人におけ

る役職名・呼称  

保有する他の法人 

株式の数又は出資の額 
割合 

 

 

   

他の法人 

 （ふりがな） 

名称及び代表者の氏名 
主たる事務所の所在地 

 

 

 

他の法人の役員 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

役職名・呼称 

  
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

他の法人の株主等（他の法人に株主等がある場合） 

 発行済株式の総数         株 出資の総額  

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 

代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保有する株

式の数又は

出資の額 

住  所 

（主たる事務所の所在地） 

 割合 

   
男・女 

  

  

   
男・女 

  

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、

その書面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、

相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業

務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有する

ものと認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又

は出資の額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。  



 

 

別紙  

特定事業に使用される土砂等の搬入計画に関する事項  

発生元工事名・  

発生場所  

発 生 元 事 業 者 名 ・

連絡先  

搬    入    計    画    等  

予定量  

㎥  

最大日量  

㎥  
搬入期間  搬入時間  

搬入土砂

等の種類  
備考  

   ～  ～    

       

       

       

       

       

       

備考 搬入土砂等の種類の欄には、建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に

関する判断の基準となるべき事項を定める省令別表第１の区分を記載すること。  

  



 

 

第１５号様式（第１１条第２項第２号及び第５項第１号、第１６条第３項第２号

並びに第２６条第２項第２号） 

 

誓約書  

 

                             年  月  日  

 

（宛先）大網白里市長  

 

             住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

誓約者 

              氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

                                        

                 電話番号 

 

私は、大網白里市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例

第１５条第１項第１号アからソまで（同条例第２８条第４項において準用する場合を含む。）

のいずれにも該当しないことを誓約します。  

 

条例第１５条第１項第１号アからソまでの内容  

ア 成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ない者  

イ  第７条第２項若しくは第３項、第３０条第１項、第２項若しくは第３項又は第３２条第１項若しくは

第２項の規定による命令を受け、必要な措置を完了していない者  

ウ  特定事業の許可を取り消され、その取消しの日から３年を経過しない者（当該許可を取り消された者

が法人の場合は、当該取消しの処分に係る大網白里市行政手続条例（平成 １１年条例第３号）第１５条

の規定による通知があった日前６０日以内に当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役又はこれら

に準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人 に対し業務を

執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められるものを含

む。以下同じ。）であった者で当該取消しの日から３年を経過しないものを含む。）。ただし、特定事業

者が第３１条第１項第３号又は第９号に該当することにより当該許可を取り消された者である場合は、

この限りでない。  

エ  現に市内において特定事業の許可を受けて施工している者（当該特定事業を中止しているもの、第３

１条第１項の規定により当該特定事業の停止を命ぜられ、その停止の期間が経過しないもの及び当該特

定事業の施工後の是正処理を行うべきものを含む。）   

オ  現に市内において特定事業に供する土地（特定事業区域内に限る。）の所有者であって、当該特定事

業に同意したもの（当該土地の所有者が変更されている場合は、変更後の所有者を含む。）   

カ  別に市内において特定事業の許可を受けようとする者   

キ  特定事業の施工に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当の理由がある

者   

ク  大網白里市暴力団排除条例（平成２４年条例第１ ５号）第２条第３号に規定する暴力団員等（以下

「暴力団員等」という。）   

ケ  暴力団員等がその事業活動を支配する者   

コ  法人にあっては、役員又は規則で定める使用人のうちに、アからケまでのいずれかに該当する者のあ

るもの   

サ  法人にあっては、役員が他の法人の役員になっている場合は、当該他の法人がアからカまでのいずれ

かに該当するもの又は当該他の法人の役員がアからカまでのいずれかに該当するもの   

シ  個人にあっては、規則で定める使用人のうちに、アからケまでのいずれかに該当する者のあるもの   

ス  個人にあっては、他の法人の役員になっている場合は、当該他の法人がアからカまでのいずれかに該

当するもの又は当該他の法人の役員がアからカまでのいずれかに該当するもの   

セ  営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者で、その法定代理人がアからスまでのいずれ

かに該当するもの   

ソ  現に市内において許可を受けた特定事業の下請事業者として業務を請け負っているもの  



 

 

第１６号様式（第１１条第２項第３号及び第５項第１号、第１６条第３項第３号並

びに第２６条第２項第３号） 

 

土地の所有者の特定事業者としての責務等についての確認書  

 

私は、次の土地の所有者として又は当該土地に土砂等の埋立て等を行う特定事業者

として、大網白里市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関

する条例及び同条例施行規則に規定する責務及び義務を遵守するとともに、下記の

事項について確実に履行します。  

なお、条例等に違反したときの措置命令及び処罰を十分に認識した上で、当申請に

基づく土砂等の埋立て等を適正に行います。  

所有地の所在及び地番  地目  地積（登記簿）  備考  

     ㎡    

     ㎡    

     ㎡    

     ㎡    

     ㎡    

記  

１ この条例の規定により市長に提出する全ての書類及び図面について、内

容を確認し把握するとともに、何時においてもその説明に応じられるよう

にします。  

２ 特定事業による土壌の汚染及び土砂等の崩落、飛散又は流出による災害

の 発 生 を 防 止 す る た め 、 当 該 特 定 事 業 が 行 わ れ て い る 間 に お い て は 、 毎

月、当該特定事業の施工の状況を自ら確認します。なお、自ら確認するこ

と が 困 難 な 事 情 が あ る 場 合 は 、 代 理 の 者 に 確 認 さ せ 、 そ の 理 由 等 に つ い

て、必ず市長に届け出ます。  

３ 特定事業により土壌の汚染又は土砂等の崩落、飛散若しくは流出による

災害が発生し、又はこれらのおそれがあることを知ったときは、直ちに、

当該特定事業を中止し、又は原状回復その他の必要な措置を講ずるととも

に、その旨を市に報告します。  

 

ここに確認したことを証するため、署名します。  

 

     年  月  日  

 

           土地所有者 住所（主たる事務所の所在地）  

 

                 氏名（名称及び代表者の氏名）          

  



 

 

第１７号様式（第１１条第２項第１１号及び第５項第１号並びに第２６条第２項

第１１号） 

（第１面）  

現場責任者選任書  

 

                   年  月  日  

 （宛先）大網白里市長  

 

                   事  業 主  住所  

                         氏名            

                         電話番号  

                   施  工 者  住所  

氏名             

                         電話番号  

                   土地所有者 住所  

                         氏名            

                         電話番号  

                   （法人にあっては、主たる事務所の  

                    所在地、名称及び代表者の氏名）  

                      担当者名  

                      電話番号  

 

このことについて、大網白里市   字       番   ほか   筆

の特定事業に係る現場責任者として、下記の者を選任しました。  

記  

氏 名  

住 所  

生 年 月 日  

所 属 会 社 
会 社 名  

所 在 地  

所 属 会 社 に お け る 
役 職 等 

 

電 話 番 号 
個 人  

所属会社  

備 考  

選任に係る契約関係書類がある場合は写しを添付すること。   



 

 

（第２面）  

添 
 

付 
 

書 
 

類 

 

１ 現場責任者の住民票の写し 

２ 現場責任者が条例第１５条第１項第４号本文に適合する者であることの誓約書 

３  現場責任者が他の法人の役員又は株主等になっている場合は、当該他の法人の

登記事項証明書 

４ ３の他の法人の役員の住民票の写し 

５  ３の他の法人に株主等がある場合は、当該株主等の住民票の写し（当該株主等

が法人である場合は、当該株主等の登記事項証明書） 

６  現場責任者に規則第１２条に規定する使用人がある場合は、当該使用人の住民

票の写し 

７  現場責任者が未成年者である場合は、その法定代理人の住民票の写し（当該法

定代理人が法人である場合は、当該法定代理人の登記事項証明書） 

８ ７の法定代理人が法人である場合は、その役員の住民票の写し 

９  ７の法定代理人が法人であって、株主等がある場合は、当該株主等の住民票の

写し（当該株主等が法人である場合は、当該株主等の登記事項証明書） 

1 0  ７の法定代理人が法人であって、その役員が他の法人の役員又は株主等になっ

ている場合は、当該他の法人の登記事項証明書 

1 1  1 0 の他の法人の役員の住民票の写し 

1 2  1 0 の他の法人に株主等がある場合は、当該株主等の住民票の写し（当該株主

等が法人である場合は、当該株主等の登記事項証明書） 

1 3  ７の法定代理人が個人であって、他の法人の役員又は株主等になっている場合

は、当該他の法人の登記事項証明書 

1 4  1 3 の他の法人の役員の住民票の写し 

1 5  1 3 の他の法人に株主等がある場合は、当該株主等の住民票の写し（当該株主

等が法人である場合は、当該株主等の登記事項証明書） 

1 6  ７の法定代理人に規則第１２条に規定する使用人がある場合は、当該使用人の

住民票の写し 

 



 

 

（第３面）  

現場責任者が個人である場合 

現場責任者 

 （ふりがな） 

氏  名 
住  所 

 

 
 

規則第１２条に規定する使用人（現場責任者に当該使用人がある場合） 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

 役職名・呼称 

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

備考  各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、

その書面を添付すること。   



 

 

（第４面）  

現場責任者が他の法人の役員又は株主等になっている場合 

現場責任者 

 
氏   名 

他の法人におけ

る役職名・呼称  

保有する他の法人の 

株式の数又は出資の額 
割合 

 

 

   

他の法人 

 （ふりがな） 

名称及び代表者の氏名 
主たる事務所の所在地 

 

 

 

他の法人の役員 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

役職名・呼称 

  
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

他の法人の株主等（他の法人に株主等がある場合） 

 発行済株式の総数         株  出資の総額  

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 

代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保有する株

式の数又は

出資の額 

住  所 

（主たる事務所の所在地） 

 割合 

   
男・女 

  

  

   
男・女 

  

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書

面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、

顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、

取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の

額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。   



 

 

（第５面）  
現場責任者が条例第１５条第１項第１号セに規定する未成年者であって、その法定
代理人が法人である場合 

現場責任者 

 氏   名 住   所 

 
 

法定代理人 

 （ふりがな） 

名称及び代表者の氏名 
主たる事務所の所在地 

 
 

法定代理人の役員 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

役職名・呼称 

  
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

法定代理人の株主等（法定代理人に株主等がある場合） 

 発行済株式の総数         株  出資の総額  

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 

代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保 有 す る 株

式 の 数 又 は

出資の額 

住  所 

（主たる事務所の所在地） 

 割合 

   
男・女 

  

  

   
男・女 

  

  

法定代理人の規則第１２条に規定する使用人（法定代理人に当該使用人がある場合）  

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

 役職名・呼称 

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書

面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、

顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、

取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の

額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。   



 

 

（第６面）  
現場責任者が条例第１５条第１項第１号セに規定する未成年者であり、その法定代
理人が法人であって、その役員が他の法人の役員又は株主等になっている場合  

法定代理人 

 名   称 主たる事務所の所在地 

 

 

 

他の法人の役員又は株主等になっている法定代理人の役員 

 
氏   名 

他の法人におけ

る役職名・呼称  

保有する他の法人の 

株式の数又は出資の額 
割合 

 

 

   

他の法人 

 （ふりがな） 

名称及び代表者の氏名 
主たる事務所の所在地 

 

 

 

他の法人の役員 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

役職名・呼称 

  
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

他の法人の株主等（他の法人に株主等がある場合） 

 発行済株式の総数         株  出資の総額  

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 

代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保有する株

式の数又は

出資の額 

住  所 

（主たる事務所の所在地） 

 割合 

   
男・女 

  

  

   
男・女 

  

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書

面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、

顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、

取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の

額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。   



 

 

（第７面）  

現場責任者が条例第１５条第１項第１号セに規定する未成年者であって、その法定

代理人が個人である場合 

現場責任者 

 氏   名 住   所 

 

 
 

法定代理人 

 （ふりがな） 

氏  名 
生年月日 性別 住  所 

 

 

 
男・女 

 

法定代理人の規則第１２条に規定する使用人（法定代理人に当該使用人がある場合）  

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

 役職名・呼称 

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

備考  各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書

面を添付すること。   



 

 

（第８面）  

現場責任者が条例第１５条第１項第１号セに規定する未成年者であり、その法定代

理人が個人であって、他の法人の役員又は株主等になっている場合 

法定代理人 

 
氏   名 

他の法人におけ

る役職名・呼称  

保有する他の法人の 

株式の数又は出資の額 
割合 

 

 

   

他の法人 

 （ふりがな） 

名称及び代表者の氏名 
主たる事務所の所在地 

 

 

 

他の法人の役員 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

役職名・呼称 

  
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

他の法人の株主等（他の法人に株主等がある場合） 

 発行済株式の総数         株  出資の総額  

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 

代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保有する株

式の数又は

出資の額 

住  所 

（主たる事務所の所在地） 

 割合 

   
男・女 

  

  

   
男・女 

  

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書

面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、

顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、

取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の

額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。  

  



 

 

第１８号様式（第１１条第２項第１１号及び第５項第１号並びに第２６条第２項

第１１号） 

 

誓約書  

 

                             年  月  日  

（宛先）大網白里市長  

 

                          住所          

                    現場責任者 氏名         

                          電話番号        

 

私は、大網白里市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例第１５条

第１項第１号アからソまで及び同号エに規定する者に係る特定事業の現場責任者（同条例第２８条第

４項において準用する場合を含む。）のいずれにも該当しないことを誓約します。  

 

条例第１５条第１項第１号アからソまでの内容  

ア  成 年 被 後見 人 若 し く は 被 保 佐 人 又 は 破 産者 で 復 権 を 得 な い 者  

イ  第 ７ 条 第 ２ 項 若 し く は 第 ３ 項 、 第 ３ ０ 条 第 １ 項 、 第 ２ 項 若 し く は 第 ３ 項 又 は 第 ３ ２ 条 第 １ 項 若 し く は 第

２ 項 の 規 定 によ る 命 令 を 受 け 、 必 要 な 措 置 を完 了 し て い な い 者   

ウ  特 定 事 業 の 許 可 を 取 り 消 さ れ 、 そ の 取 消 し の 日 か ら ３ 年 を 経 過 し な い 者 （ 当 該 許 可 を 取 り 消 さ れ た 者 が

法 人 の 場 合 は 、 当 該 取 消 し の 処 分 に 係 る 大 網 白 里 市 行 政 手 続 条 例 （ 平 成 １ １ 年 条 例 第 ３ 号 ） 第 １ ５ 条 の 規

定 に よ る 通 知 が あ っ た 日 前 ６ ０ 日 以 内 に 当 該 法 人 の 役 員 （ 業 務 を 執 行 す る 社 員 、 取 締 役 又 は こ れ ら に 準 ず

る 者 を い い 、 相 談 役 、 顧 問 そ の 他 い か な る 名 称 を 有 す る 者 で あ る か を 問 わ ず 、 法 人 に 対 し 業 務 を 執 行 す る

社 員 、 取 締 役 又 は こ れ ら に 準 ず る 者 と 同 等 以 上 の 支 配 力 を 有 す る も の と 認 め ら れ る も の を 含 む 。 以 下 同

じ 。 ） で あ っ た 者 で 当 該 取 消 し の 日 か ら ３ 年 を 経 過 し な い も の を 含 む 。 ） 。 た だ し 、 特 定 事 業 者 が 第 ３ １

条 第 １ 項 第 ３ 号 又 は 第 ９ 号 に 該 当 す る こ と に よ り 当 該 許 可 を 取 り 消 さ れ た 者 で あ る 場 合 は 、 こ の 限 り で な

い 。   

エ  現 に 市 内 に お い て 特 定 事 業 の 許 可 を 受 け て 施 工 し て い る 者 （ 当 該 特 定 事 業 を 中 止 し て い る も の 、 第 ３ １

条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 当 該 特 定 事 業 の 停 止 を 命 ぜ ら れ 、 そ の 停 止 の 期 間 が 経 過 し な い も の 及 び 当 該 特 定 事

業 の 施 工 後 の是 正 処 理 を 行 う べ き も の を 含 む。 ）   

オ  現 に 市 内 に お い て 特 定 事 業 に 供 す る 土 地 （ 特 定 事 業 区 域 内 に 限 る 。 ） の 所 有 者 で あ っ て 、 当 該 特 定 事 業

に 同 意 し た もの （ 当 該 土 地 の 所 有 者 が 変 更 され て い る 場 合 は 、 変 更 後 の 所 有者 を 含 む 。 ）   

カ  別 に 市 内に お い て 特 定 事 業 の 許 可 を 受 けよ う と す る 者   

キ  特 定 事 業の 施 工 に 関 し 不 正 又 は 不 誠 実 な行 為 を す る お そ れ が あ る と 認 める に 足 り る 相 当 の 理 由 が あ る 者   

ク  大 網 白 里 市 暴 力 団 排 除 条 例 （ 平 成 ２ ４ 年 条 例 第 １ ５ 号 ） 第 ２ 条 第 ３ 号 に 規 定 す る 暴 力 団 員 等 （ 以 下 「 暴

力 団 員 等 」 とい う 。 ）   

ケ  暴 力 団 員等 が そ の 事 業 活 動 を 支 配 す る 者   

コ  法 人 に あ っ て は 、 役 員 又 は 規 則 で 定 め る 使 用 人 の う ち に 、 ア か ら ケ ま で の い ず れ か に 該 当 す る 者 の あ る

も の   

サ  法 人 に あ っ て は 、 役 員 が 他 の 法 人 の 役 員 に な っ て い る 場 合 は 、 当 該 他 の 法 人 が ア か ら カ ま で の い ず れ か

に 該 当 す る もの 又 は 当 該 他 の 法 人 の 役 員 が アか ら カ ま で の い ず れ か に 該 当 する も の   

シ  個 人 に あっ て は 、 規 則 で 定 め る 使 用 人 のう ち に 、 ア か ら ケ ま で の い ず れか に 該 当 す る 者 の あ る も の   

ス  個 人 に あ っ て は 、 他 の 法 人 の 役 員 に な っ て い る 場 合 は 、 当 該 他 の 法 人 が ア か ら カ ま で の い ず れ か に 該 当

す る も の 又 は当 該 他 の 法 人 の 役 員 が ア か ら カま で の い ず れ か に 該 当 す る も の   

セ  営 業 に 関 し 成 年 者 と 同 一 の 行 為 能 力 を 有 し な い 未 成 年 者 で 、 そ の 法 定 代 理 人 が ア か ら ス ま で の い ず れ か

に 該 当 す る もの   

ソ  現 に 市 内に お い て 許 可 を 受 け た 特 定 事 業の 下 請 事 業 者 と し て 業 務 を 請 け負 っ て い る も の  

 

  



 

 

第１９号様式（第１１条第２項第１２号及び第５項第１号並びに第２６条第２項第

１２号） 

（第１面）  

下請事業者選任書  

 

                             年  月  日  

 

 （宛先）大網白里市長  

 

                     事 業 主 住所  

                           氏名          

                           電話番号  

                     施 工 者 住所  

                           氏名          

                           電話番号  

                     土地所有者 住所  

                           氏名          

                           電話番号  

                    （法人にあっては、主たる事務所の  

                     所在地、名称及び代表者の氏名）  

                           担当者名  

                           電話番号  

 

このことについて、大網白里市    字      番   ほか   筆

の特定事業に係る下請事業者として、下記の者を選任しました。  

記  

氏名（名称及び  

代表者の氏名） 
 

住所（主たる事  

務所の所在地） 
 

電 話 番 号  

委 託 し た 業 務  

備 考  

選任に係る契約関係書類がある場合は写しを添付すること。   



 

 

（第２面） 

添 
 

付 
 

書 
 

類 

 

１  下請事業者の住民票の写し（当該下請事業者が法人である場合は、

当該下請事業者の登記事項証明書） 

２ 下請事業者が条例第１５条第１項第１号アからソまでに該当しない

者であることの誓約書 

３ 下請事業者が法人である場合は、その役員の住民票の写し 

４ 下請事業者が法人であって、株主等がある場合は、当該株主等の住

民票の写し（当該株主等が法人である場合は、当該株主等の登記事項

証明書） 

５ 下請事業者が法人であって、その役員が他の法人の役員又は株主等

になっている場合は、当該他の法人の登記事項証明書 

６ ５の他の法人の役員の住民票の写し 

７  ５の他の法人に株主等がある場合は、当該株主等の住民票の写し

（当該株主等が法人である場合は、当該株主等の登記事項証明書） 

８ 下請事業者が個人であって、他の法人の役員又は株主等になってい

る場合は、当該他の法人の登記事項証明書 

９ ８の他の法人の役員の住民票の写し 

10  ８の他の法人に株主等がある場合は、当該株主等の住民票の写し

（当該株主等が法人である場合は、当該株主等の登記事項証明書） 

11  下請事業者に規則第１２条に規定する使用人がある場合は、当該使

用人の住民票の写し 

12  下請事業者が未成年者である場合は、その法定代理人の住民票の写

し（当該法定代理人が法人である場合は、当該法定代理人の登記事項

証明書） 

13 1 2 の法定代理人が法人である場合は、その役員の住民票の写し 

14 1 2 の法定代理人が法人であって、株主等がある場合は、当該株主等

の住民票の写し（当該株主等が法人である場合は、当該株主等の登記

事項証明書） 

15 1 2 の法定代理人が法人であって、その役員が他の法人の役員又は株

主等になっている場合は、当該他の法人の登記事項証明書 

16 1 5 の他の法人の役員の住民票の写し 

17  1 5 の他の法人に株主等がある場合は、当該株主等の住民票の写し

（当該株主等が法人である場合は、当該株主等の登記事項証明書） 

18 1 2 の法定代理人が個人であって、他の法人の役員又は株主等になっ

ている場合は、当該他の法人の登記事項証明書 

19 1 8 の他の法人の役員の住民票の写し 

20  1 8 の他の法人に株主等がある場合は、当該株主等の住民票の写し

（当該株主等が法人である場合は、当該株主等の登記事項証明書） 

21 1 2 の法定代理人に規則第１２条に規定する使用人がある場合は、当

該使用人の住民票の写し 

 

  



 

 

（第３面） 

下請事業者が法人である場合 

下請事業者 

 （ふりがな） 

名  称 
主たる事務所の所在地 

 

 

 

役員 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

役職名・呼称 

  
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

株主等（下請事業者に株主等がある場合） 

 発行済株式の総数         株 出資の総

額 

 

 

（ふりがな） 

氏名（名称及び 

代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保有する

株式の数

又は出資

の額 

住  所 

（主たる事務所の所在

地） 

 割合 

   男・

女 

  

  

   男・

女 

  

  

規則第１２条に規定する使用人（下請事業者に当該使用人がある場合） 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

 役職名・呼称 

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

備考 

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載し

て、その書面を添付すること。 

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、

相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し

業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有

するものと認められるものを含む。 

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主

又は出資の額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。   



 

 

（第４面） 

下請事業者が法人であって、その役員が他の法人の役員又は株主等になっている

場合 

下請事業者 
 名  称 主たる事務所の所在地 

 
 

 

他の法人の役員又は株主等になっている役員 
 

氏  名 
他の法人にお
ける役職名・

呼称 

保有する他の法人の 
株式の数又は出資の額 

割合 

 
 

   

他の法人 
 （ふりがな） 

名称及び代表者の氏名 
主たる事務所の所在地 

 
 

 

他の法人の役員 
 （ふりがな） 

氏  名 
生年月日 

性別 住  所 
役職名・呼称 

  
男・女 

 
    
   

男・女 
 

    
   

男・女 
 

    
他の法人の株主等（他の法人に株主等がある場合） 
 発行済株式の総数         株 出資の総

額 
 

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 
代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保有する
株式の数
又は出資
の額 

住  所 
（主たる事務所の所在

地） 
 割合 
   男・

女 
  

  
   男・

女 
  

  

備考 

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載し

て、その書面を添付すること。 

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、

相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し

業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有

するものと認められるものを含む。 

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主

又は出資の額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。   



 

 

（第５面）  

下請事業者が個人である場合 

下請事業者 

 （ふりがな） 

氏  名 
住  所 

 

 
 

規則第１２条に規定する使用人（下請事業者に当該使用人がある場合） 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

 役職名・呼称 

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

備考 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載し

て、その書面を添付すること。   



 

 

（第６面）  

下請事業者が個人であって、他の法人の役員又は株主等になっている場合 
下請事業者 
 

氏  名 
他の法人にお
ける役職名・

呼称  

保有する他の法人の 
株式の数又は出資の額 

割合 

 
 

   

他の法人 
 （ふりがな） 

名称及び代表者の氏名 
主たる事務所の所在地 

 
 

 

他の法人の役員 
 （ふりがな） 

氏  名 
生年月日 

性別 住  所 
役職名・呼称 

  
男・女 

 
    
   

男・女 
 

    
   

男・女 
 

    
他の法人の株主等（他の法人に株主等がある場合） 
 発行済株式の総数         株 出資の総

額 
 

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 
代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保有する
株式の数
又は出資
の額 

住  所 
（主たる事務所の所在

地） 
 割合 
   男・

女 
  

  
   男・

女 
  

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載し

て、その書面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、

相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し

業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有

するものと認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主

又は出資の額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。   



 

 

（第７面）  

下請事業者が条例第１５条第１項第１号セに規定する未成年者であって、その法定

代理人が法人である場合 

下請事業者 

 氏  名 住  所 

 
 

 

法定代理人 

 （ふりがな） 
名称及び代表者の氏名 

主たる事務所の所在地 

 
 

 

法定代理人の役員 
 （ふりがな） 

氏  名 
生年月日 

性別 住  所 
役職名・呼称 

  
男・女 

 
    
   

男・女 
 

    
   

男・女 
 

    
法定代理人の株主等（法定代理人に株主等がある場合） 
 発行済株式の総数         株 出資の総

額 
 

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 
代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保 有 す る
株 式 の 数
又 は 出 資
の額 

住  所 
（主たる事務所の所在

地） 
 割合 
   男・

女 
  

  
   男・

女 
  

  
法定代理人の規則第１２条に規定する使用人（法定代理人に当該使用人がある
場合） 
 （ふりがな） 

氏  名 
生年月日 

性別 住  所 
 役職名・呼称 
   

男・女 
 

  
   

男・女 
 

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載し

て、その書面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、

相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し

業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有

するものと認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主

又は出資の額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。   



 

 

（第８面）  

下請事業者が条例第１５条第１項第１号セに規定する未成年者であり、その法定

代理人が法人であって、その役員が他の法人の役員又は株主等になっている場合  

法定代理人 
 名  称 主たる事務所の所在地 

 
 

 

他の法人の役員又は株主等になっている法定代理人の役員 
 

氏  名 
他の法人にお
ける役職名・

呼称  

保有する他の法人の 
株式の数又は出資の額 

割合 

 
 

   

他の法人 
 （ふりがな） 

名称及び代表者の氏名 
主たる事務所の所在地 

 
 

 

他の法人の役員 
 （ふりがな） 

氏  名 
生年月日 

性別 住  所 
役職名・呼称 

  
男・女 

 
    
   

男・女 
 

    
   

男・女 
 

    
他の法人の株主等（他の法人に株主等がある場合） 
 発行済株式の総数         株 出資の総

額 
 

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 
代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保有する
株式の数
又は出資
の額 

住  所 
（主たる事務所の所在

地） 
 割合 
   男・

女 
  

  
   男・

女 
  

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載し

て、その書面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、

相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し

業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有

するものと認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主

又は出資の額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。   



 

 

（第９面）  

下請事業者が条例第１５条第１項第１号セに規定する未成年者であって、その法定

代理人が個人である場合 

下請事業者 

 氏  名 住  所 

 

 
 

法定代理人 

 （ふりがな） 

氏  名 
生年月日 性別 住  所 

 

 

 
男・女 

 

法定代理人の規則第１２条に規定する使用人（法定代理人に当該使用人があ

る場合） 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

 役職名・呼称 

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

備考 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載し

て、その書面を添付すること。   



 

 

（第１０面）  

下請事業者が条例第１５条第１項第１号セに規定する未成年者であり、その法定代

理人が個人であって、他の法人の役員又は株主等になっている場合 

法定代理人 
 

氏  名 
他の法人にお
ける役職名・

呼称  

保有する他の法人の 
株式の数又は出資の額 

割合 

 
 

   

他の法人 
 （ふりがな） 

名称及び代表者の氏名 
主たる事務所の所在地 

 
 

 

他の法人の役員 
 （ふりがな） 

氏  名 
生年月日 

性別 住  所 
役職名・呼称 

  
男・女 

 
    
   

男・女 
 

    
   

男・女 
 

    
他の法人の株主等（他の法人に株主等がある場合） 
 発行済株式の総数         株 出資の総

額 
 

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 
代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保有する
株式の数
又は出資
の額 

住  所 
（主たる事務所の所在

地） 
 割合 
   男・

女 
  

  
   男・

女 
  

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載し

て、その書面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、

相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し

業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有

するものと認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主

又は出資の額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。  

  



 

 

第２０号様式（第１１条第２項第２４号及び第５項第２号、第１６条第３項第１

１号、第１８条第３項並びに第２１条第５項第２号及び第３号） 

 

検査試料採取調書  

 

                            年  月  日  

 

                      住所 ( 法人にあっては、主たる事務所

の所在地）  

                 採取者   所属  

職氏名           

電話番号  

 

地質分析（濃度）結果証明書（排水汚染状況測定（濃度）結果証明書）の検査試料

を下記のとおり採取しました。  

 

記 

検 体 区 分 及 び 番 号    

報 告 区 分  

地 質  □表土  □搬入  □定期  □廃止  □完了  □終了 

排 水  □定期  □廃止  □完了  □終了 

採 取 年 月 日  年   月   日  

採 取 日 の 天 候   

地 質 分 析 の 場 合 の  

採 取 深 度  
 

備考 検体区分及び番号の欄には、この調書に係る地質分析（濃度）結果証明書、

排水汚染状況測定（濃度）結果証明書に記載された番号等を記載すること。 

  



 

 

第２１号様式（第１１条第２項第２４号及び第５項第２号、第１６条第３項第１１号、第１８

条第３項並びに第２１条第５項第２号） 

 
地質分析（濃度）結果証明書  

 
    年  月  日  

         様  
発 行 番 号   

分析機関名   

代 表 者   

所 在 地   

電 話 番 号   

計量証明事業者の登録番号  

環境計量士   

     年   月   日に依 頼のありま した検査試料に ついて、平 成３年環境庁告 示第４６号 付表に定める方 法

（水 素イオン濃 度については、 地盤工学会 基準ＪＧＳ０２ １１－２０ ０９「土懸濁液 のｐＨ試験 方法」に定める 方

法）により検液を作成し、計量した結果を以下のとおり証明します。       （検体区分・番号    ）   

計 量  の  対  象  単 位  測 定 値  
定 量  

下 限 値  
基 準 値  測  定   方   法  

カ ド ミ ウ ム  m g / l    0 . 0 0 3   

全 シ ア ン  m g / l    不検出   

有 機 燐  m g / l    不検出   

鉛  m g / l    0 . 0 1   

六 価 ク ロ ム  m g / l    0 . 0 5   

砒 素  m g / l    0 . 0 1   

総 水 銀  m g / l    0 . 0 0 0 5   

ア ル キ ル 水 銀  m g / l    不検出   

P C B  m g / l    不検出   

ジ ク ロ ロ メ タ ン  m g / l    0 . 0 2   

四 塩 化 炭 素  m g / l    0 . 0 0 2   

ク ロ ロ エ チ レ ン  m g / l    0 . 0 0 2   

1 , 2 - ジ ク ロ ロ エ タ ン  m g / l    0 . 0 0 4   

1 , 1 - ジ ク ロ ロ エ チ レ ン  m g / l    0 . 1   

1 , 2 - ジ ク ロ ロ エ チ レ ン  m g / l    0 . 0 4   

1 , 1 , 1 - ト リ ク ロ ロ エ タ ン  m g / l    1   

1 , 1 , 2 - ト リ ク ロ ロ エ タ ン  m g / l    0 . 0 0 6   

ト リ ク ロ ロ エ チ レ ン  m g / l    0 . 0 1   

テ ト ラ ク ロ ロ エ チ レ ン  m g / l    0 . 0 1   

1 , 3 - ジ ク ロ ロ プ ロ ペ ン  m g / l    0 . 0 0 2   

チ ウ ラ ム  m g / l    0 . 0 0 6   

シ マ ジ ン  m g / l    0 . 0 0 3   

チ オ ベ ン カ ル ブ  m g / l    0 . 0 2   

ベ ン ゼ ン  m g / l    0 . 0 1   

セ レ ン  m g / l    0 . 0 1   

ふ っ 素  m g / l    0 . 8   

ほ う 素  m g / l    1   

1 , 4 - ジ オ キ サ ン  m g / l    0 . 0 5   

水 素 イ オ ン 濃 度  ―    

5 . 8  

～  

8 . 6  

 

農 用 地  

田 に 限 る  

砒 素  m g / k g    1 5   含 有  

試 験  銅  m g / k g    1 2 5   

検 体  
の 性 状 

形  状   色   におい   

備 考  

発生場所：                 工事名：  

発生元事業者名：  

計量証明の事業の工程の一部を外部の者に行わせた場合の当該工程を実施した事業者の氏名又は名称及び事
業者の所在地：  

  



 

 

第２２号様式（第１１条第２項第３２号及び第５項第７号並びに第１６条第３項第１

２号） 

 

住民説明会報告書  

 

                            年  月  日  

 

 （宛先）大網白里市長  

 

                   事 業 主 住所  

                         氏名          

                         電話番号  

                   施 工 者 住所  

                         氏名          

                         電話番号  

                   土地所有者 住所  

                         氏名          

                         電話番号  

                  （法人にあっては、主たる事務所の  

                    所在地、名称及び代表者の氏名）  

                         担当者名  

                         電話番号  

 

下記の特定事業について、特定事業区域の周辺関係者に説明会等を行いましたので、

その内容について、下記のとおり報告します。  

 

記 

説 明 事 項  

大網白里市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害

の発生の防止に関する条例施行規則第９条第２項各号に

掲げる事項  

説 明 会 の 開 催 日 時  年  月  日  

説 明 会 の 開 催 場 所   

説明会の出席者の状況  別紙出席者名簿のとおり  

説 明 会 の 会 議 録  別紙のとおり  

※ 説明会を開催することができなかった場合は、以下について必ず記入すること。  

１ 説明会を開催することができなかった事由  

 

 

 

２ 説明会の開催に代えて説明事項を周知した日及び方法  

 

 

 

  



 

 

第２３号様式（第１１条第４項） 

（第１面）  

一時堆積特定事業許可申請書  

 

                             年  月  日  

 （宛先）大網白里市長  

                   事 業 主 住所  

                         氏名        印  

                         電話番号  

                   施 工 者 住所  

                         氏名        印  

                         電話番号  

                   土地所有者 住所  

                         氏名        印  

                         電話番号  

                 （法人にあっては、主たる事務所の  

                    所在地、名称及び代表者の氏名）  

                         担当者名  

                         電話番号  

 

大網白里市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例

第１３条第２項の規定により、一時堆積特定事業の許可を受けたいので、関係書類

及び図面を添えて下記のとおり申請します。  

記  

特 定 事 業 区 域  

及 び 特 定 事 業 場  

の 位 置 及 び 面 積  

特定事業場の位置  

ほか   筆  

うち特定事業区域の位置  

ほか   筆  

特定事業場の面積  

（実測）      ㎡  

うち特定事業区域の面積  

（実測）      ㎡  

特 定 事 業 の 期 間  

現 場 責 任 者 に 関 す る 事 項 別添現場責任者選任書のとおり 

下 請 事 業 者 に 関 す る 事 項 別添下請事業者選任書のとおり 

特 定 事 業 区 域 の 表 土 の 地 質 の 状 況 

（表土と特定事業に使用される土砂等が遮断される構造の場合） 

別添のとおり 

（別添図面のとおり） 

特 定 事 業 に 使 用 さ れ る  

土 砂 等 の 搬 入 、 搬 出 予 定 量  

搬入予定量     ㎥  １日平均     ㎥  

搬出予定量     ㎥  １日平均     ㎥  

特 定 事 業 に 供 す る 施 設 及 び 土 砂 等 の 堆 積 の 構 造  別添図面のとおり  

特 定 事 業 に 使 用 さ れ る 土 砂 等 の 搬 入 計 画 に 関 す る 事 項  別紙のとおり  

特 定 事 業 場 以 外 の 地 域 へ の 排 水 の 

水 質 検 査 を 行 う た め に 設 置 す る 施 設 の 構 造 
別添図面のとおり 

特 定 事 業 に 使 用 さ れ る 土 砂 等 に つ い て 、 土 砂 等 の  

発 生 場 所 ご と に 土 砂 等 を 区 分 す る た め に 必 要 な 措 置  
別添図面のとおり  



 

 

（第２面）  

添 
 

付 
 

書 
 

類 

１ 住民票の写し（法人にあっては、法人の登記事項証明書）及び印鑑登録証明書  

２ 申請者が条例第１５条第１項第１号アからソまでに該当しない者であることの誓約書  

３  土地の所有者の特定事業者としての責務等についての確認書  

４ 申請者が法人である場合は、その役員の住民票の写し  

５  申請者が法人であって、株主等がある場合は、当該株主等の住民票の写し（当該株主等が法人

である場合は、当該株主等の登記事項証明書）  

６  申請者が法人であって、その役員が他の法人の役員又は株主等になっている場合は、当該他の

法人の登記事項証明書並びに４及び５に掲げる書類  

７  申請者が個人であって、他の法人の役員又は株主等になっている場合は、当該他の法人の登記

事項証明書並びに４及び５に掲げる書類  

８ 申請者に規則第１２条に規定する使用人がある場合は、当該使用人の住民票の写し  

９  申請者が未成年者である場合は、その法定代理人の住民票の写し（当該法定代理人が法人であ

る場合は、当該法定代理人の登記事項証明書）及び４から８までに掲げる書類  

1 0  請負契約等により特定事業を行う者がある場合は、当該請負契約等に係る書類の写し  

1 1  現場責任者選任書（当該現場責任者の住民票の写し、当該現場 責任者が条例第１５条第１項第

４号本文に適合する者であることの誓約書及び当該現場責任者に係る７から９までに掲げる書類

を添付） 

1 2  下請事業者がある場合は、下請事業者選任書（当該下請事業者の住民票の写し（当該下請事業

者が法人である場合は、当該下請事業者の登記事項証明書）並びに当該下請事業者に係る２及び

４から９までに掲げる書類を添付）  

1 3  特定事業場の位置図及び付近の見取図  

1 4  特定事業区域の実測求積図  

1 5  特定事業区域及びその周辺２０メートル以上の区域並びに特定事業場の現況平面図及び現況断

面図  

1 6  特定事業区域及び特定事業場の計画平面図及び計画断面図（土砂等の堆積が最大となった場合

の当該堆積の構造が確認できるものに限る。）  

1 7  特定事業に使用される土砂等の予定量の計算書  

1 8  特定事業区域及びその周辺２０メートルの土地並びに特定事業場の土地の登記事項証明書及び

公図の写し 

1 9  特 定 事 業 区 域 及 び そ の 周 辺 ２ ０ メ ー ト ル の 土 地 並び に 特 定 事 業 場 の 土 地 に 係る 公 図 の 合 成 図

で、それらの土地の所有者名、地目及び地積を記載したもの（特定事業区域及び特定事業場が確

認できるものに限る。）  

2 0  土質試験等に基づき埋立て等の構造の安定計算を行った場合は、当該安定計算を記載した計算

書 

2 1  擁壁を用いる場合は、当該擁壁の断面図及び背面図並びに構造計算書  

2 2  鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート造の擁壁を用いる場合は、当該擁壁の概要、構造計

画、応力算定及び断面算定を記載した構造計算書  

2 3  特定事業が規則別表第２に掲げる行為に該当する場合は、当該行為に該当することを証する書

面 

2 4  特定事業区域の表土と一時堆積特定事業に使用される土砂等が遮断される構造の場合は、その

構造図 

2 5  特定事業区域の表土と一時堆積特定事業に使用される土砂等が遮断される構造でない場合は、

特 定 事 業 区 域 に 係 る 表 土 の地 質 検 査 の 試 料 と し た 土 砂等 を 採 取 し た 地 点 の 位 置 図及 び 現 場 写 真

並びに試料ごとの検査試料採取調書及び地質分析（濃度）結果証明書  

2 6  特定事業の施工の方法及び工程、施工に係る組織その他市長が指示する事項を記載した特定事

業施工計画書  

2 7  特定事業区域の排水計画図  

2 8  特定事業に使用される土砂等の搬入経路図  

2 9  農地法第４条及び第５条の規定による申請又は届出が必要な場合は、許可申請書の写し又は受

理通知書の写し  

3 0  埋蔵文化財の所在の有無に関する書類  

3 1  特定事業区域内に道路又は水路がある場合は、占用許可書等の写し  

3 2  条例第１５条第２項第５号の境界に係る境界確定図の写し  

3 3  住民説明会報告書  

3 4  特定事業区域内（特定事業場内）施工同意書及び特定事業区域外土地使用同意書  

3 5  近傍土地所有者承諾書  

3 6  周辺住民承諾書及び世帯数調査書  

3 7  区・自治会承諾書  

3 8  条例第１２条第５項の規定による協定を締結した場合は、協定書の写し  

3 9  その他（                                   ）  



 

 

（第３面）  

申請者が法人である場合  

申請者 

 （ふりがな） 

名  称 
主たる事務所の所在地 

 

 

 

役員 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

役職名・呼称 

  
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

株主等（申請者に株主等がある場合） 

 発行済株式の総数         株  出資の総額  

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 

代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保有する株

式の数又は

出資の額 

住  所 

（主たる事務所の所在地） 

 割合 

   
男・女 

  

  

   
男・女 

  

  

規則第１２条に規定する使用人（申請者に当該使用人がある場合） 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

 役職名・呼称 

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書

面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、

顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、

取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の

額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。   



 

 

（第４面）  

申請者が法人であって、その役員が他の法人の役員又は株主等になっている場合  

申請者 

 名   称 主たる事務所の所在地 

 

 

 

他の法人の役員又は株主等になっている役員 

 
氏   名 

他の法人におけ

る役職名・呼称  

保有する他の法人の 

株式の数又は出資の額 
割合 

 

 

   

他の法人 

 （ふりがな） 

名称及び代表者の氏名 
主たる事務所の所在地 

 

 

 

他の法人の役員 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

役職名・呼称 

  
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

他の法人の株主等（他の法人に株主等がある場合） 

 発行済株式の総数         株  出資の総額  

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 

代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保有する株

式の数又は

出資の額 

住  所 

（主たる事務所の所在地） 

 割合 

   
男・女 

  

  

   
男・女 

  

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書

面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、

顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、

取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の

額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。   



 

 

（第５面）  

申請者が個人である場合 

申請者 

 （ふりがな） 

氏  名 
住  所 

 

 
 

規則第１２条に規定する使用人（申請者に当該使用人がある場合） 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

 役職名・呼称 

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

備考 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、

その書面を添付すること。   



 

 

（第６面）  

申請者が個人であって、他の法人の役員又は株主等になっている場合 

申請者 

 
氏   名 

他の法人におけ

る役職名・呼称  

保有する他の法人の 

株式の数又は出資の額 
割合 

 

 

   

他の法人 

 （ふりがな） 

名称及び代表者の氏名 
主たる事務所の所在地 

 

 

 

他の法人の役員 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

役職名・呼称 

  
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

他の法人の株主等（他の法人に株主等がある場合） 

 発行済株式の総数         株  出資の総額  

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 

代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保有する株

式の数又は

出資の額 

住  所 

（主たる事務所の所在地） 

 割合 

   
男・女 

  

  

   
男・女 

  

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書

面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、

顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、

取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の

額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。   



 

 

（第７面）  

申請者が条例第１５条第１項第１号セに規定する未成年者であって、その法定代理

人が法人である場合 

申請者 

 氏   名 住   所 

 

 

 

法定代理人 

 （ふりがな） 

名称及び代表者の氏名 
主たる事務所の所在地 

 

 

 

法定代理人の役員 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

役職名・呼称 

  
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

法定代理人の株主等（法定代理人に株主等がある場合） 

 発行済株式の総数         株  出資の総

額 

 

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 

代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保 有 す る 株

式 の 数 又 は

出資の額 

住   所  

（主たる事務所の所在地）  

 割合 

   
男・女 

  

  

   
男・女 

  

  

法定代理人の規則第１２条に規定する使用人（法定代理人に当該使用人がある場合）  

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

 役職名・呼称 

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書

面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、

顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、

取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の

額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。   



 

 

（第８面）  

申請者が条例第１５条第１項第１号セに規定する未成年者であり、その法定代理人

が法人であって、その役員が他の法人の役員又は株主等になっている場合  

法定代理人 

 名   称 主たる事務所の所在地 

 

 

 

他の法人の役員又は株主等になっている法定代理人の役員 

 
氏   名 

他の法人におけ

る役職名・呼称  

保有する他の法人の 

株式の数又は出資の額 
割合 

 

 

   

他の法人 

 （ふりがな） 

名称及び代表者の氏名 
主たる事務所の所在地 

 

 

 

他の法人の役員 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

役職名・呼称 

  
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

他の法人の株主等（他の法人に株主等がある場合） 

 発行済株式の総数         株  出資の総額  

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 

代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保有する株

式の数又は

出資の額 

住  所 

（主たる事務所の所在地） 

 割合 

   
男・女 

  

  

   
男・女 

  

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書

面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、

顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、

取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の

額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。   



 

 

（第９面）  

申請者が条例第１５条第１項第１号セに規定する未成年者であって、その法定代理

人が個人である場合 

申請者 

 氏  名 住   所 

 

 
 

法定代理人 

 （ふりがな） 

氏  名 
生年月日 性別 住  所 

 

 

 
男・女 

 

法定代理人の規則第１２条に規定する使用人（法定代理人に当該使用人がある場合）  

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

 役職名・呼称 

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

備考 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載し

て、その書面を添付すること。   



 

 

（第１０面）  

申請者が条例第１５条第１項第１号セに規定する未成年者であり、その法定代理人

が個人であって、他の法人の役員又は株主等になっている場合 

法定代理人 

 
氏   名 

他の法人におけ

る役職名・呼称  

保有する他の法人の 

株式の数又は出資の額 
割合 

 

 

   

他の法人 

 （ふりがな） 

名称及び代表者の氏名 
主たる事務所の所在地 

 

 

 

他の法人の役員 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

役職名・呼称 

  
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

他の法人の株主等（他の法人に株主等がある場合） 

 発行済株式の総数         株  出資の総額  

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 

代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保有する株

式の数又は

出資の額 

住  所 

（主たる事務所の所在地） 

 割合 

   
男・女 

  

  

   
男・女 

  

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書

面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、

顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、

取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の

額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。  



 

 

別紙  

特定事業に使用される土砂等の搬入計画に関する事項  

発生元工事名・

発生場所  

発生元事業者名・

連絡先  

搬    入    計    画    等  

予定量  

㎥  

最大日量  

㎥  
搬入期間  搬入時間  

搬入土砂

等の種類  
備考  

   ～  ～    

       

       

       

       

       

       

備考 搬入土砂等の種類の欄には、建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に関する判

断の基準となるべき事項を定める省令別表第１の区分を記載すること。  

  



 

 

第２４号様式（第１５条） 

 

特定事業許可（不許可）決定通知書 

指令第   号 

年  月  日 

 

          様 

大網白里市長       印 

 

     年  月  日付けで申請のありました特定事業については、

下記のとおり許可する（許可しない）ことと決定しましたので通知しま

す。 

記 

１ 許可の内容 

２ 不許可の理由 

  

教示 

  １  この処分に不服がある場合には、この処分があったことを知った日の翌日から起算

して３か月以内に、大網白里市長に対して審査請求をすることができます（なお、こ

の処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、この処分

の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。  

  ２  この処分については、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月

以内に、大網白里市を被告として（訴訟において大網白里市を代表する者は大網白里

市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この処分

があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、この処分の日の

翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくな

ります。）。ただし、上記１の審査請求をした場合は、当該審査請求に対する裁決があ

ったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、処分の取消しの訴えを提起す

ることができます。 

申

請

者  

事 業 主  

施 行 者  

土地所有者  

特定事業区域の位

置 
 

特定事業区域の面

積 
             ㎡ 

特 定 事 業 に 使 用 

される土砂等の量 
             ㎥ 

許 可 の 期 間 
     年  月  日から  年  月  

日まで 

許 可 の 条 件  



 

 

第２５号様式（第１６条第２項） 

（第１面）  

特定事業変更許可申請書  

 

                             年  月  日  

 

 （宛先）大網白里市長  

 

                   事 業 主 住所  

氏名        印  

電話番号  

                   施 工 者 住所  

氏名        印  

                         電話番号  

                   土地所有者 住所  

氏名        印  

                         電話番号  

                     （法人にあっては、主たる事務所の  

                      所在地、名称及び代表者の氏名）  

                         担当者名  

                         電話番号  

 

    年   月   日付け  指令第  号で許可を受けた事項について、変更したいの

で大網白里市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例第１６条

第３項の規定により、関係書類及び図面を添えて下記のとおり申請します。  

 

記  

区分  変更後  変更前  

変 更 す る 事 項  

の 内 容  

 

 

 

 

 

 

変 更 の 理 由  

 

 

 

  



 

 

第２６号様式（第１６条４項） 

 

特定事業変更許可（不許可）決定通知書 

指令第   号 

年  月  日 

 

          様 

大網白里市長       印 

 

     年  月  日付けで申請のありました特定事業については、

下記のとおり許可する（許可しない）ことと決定しましたので通知しま

す。 

記 

１ 許可の内容 

２ 不許可の理由 

 

 教示 

  １  この処分に不服がある場合には、この処分があったことを知った日の翌日から起算

して３か月以内に、大網白里市長に対して審査請求をすることができます（なお、こ

の処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、この処分

の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。  

  ２  この処分については、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月

以内に、大網白里市を被告として（訴訟において大網白里市を代表する者は大網白里

市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この処分

があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、この処分の日の

翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくな

ります。）。ただし、上記１の審査請求をした場合は、当該審査請求に対する裁決があ

ったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、処分の取消しの訴えを提起す

ることができます。 

申

請

者  

事 業 主  

施 行 者  

土地所有者  

特定事業区域の位

置 
 

特定事業区域の面

積 
             ㎡ 

特 定 事 業 に 使 用 

される土砂等の量 
             ㎥ 

許 可 の 期 間 
     年  月  日から  年  月  

日まで 

許 可 の 条 件  



 

 

第２７号様式（第１６条第６項） 

 

特定事業軽微変更届 

 

                             年  月  日  

 

 （宛先）大網白里市長  

 

                      事 業 主 住所  

                            氏名          

                            電話番号  

                      施 工 者 住所  

                            氏名          

                            電話番号  

                      土地所有者 住所  

                            氏名          

                            電話番号  

                      （法人にあっては、主たる事務所の  

                       所在地、名称及び代表者の氏名）  

                            担当者名  

                            電話番号  

 

    年  月  日付け  指令第  号で許可を受けた事項について変

更したいので、大網白里市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の

防止に関する条例第１６条第８項の規定により、下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

１ 特 定 事 業 区 域 の 位 置 

 

２ 特定事業の許可の期間     年  月  日～    年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

３ 軽微な変更の内容 

 変更後 変更前 

住 所 （ 所 在 地 ）   

氏 名 （ 名  称 ）   

法 人 の 代 表 者 の 氏 名   

役 員 ・ 株 主 等 ・ 使 用 人 
別 紙 １ 、 別 紙 ２ 及 び 別 紙 ４

のとおり 

別 紙 １ 、 別 紙 ２ 及 び 別 紙 ４

のとおり 

役 員 の 関 係 す る 

他 の 法 人 に 関 す る 事 項 
別紙１及び別紙３のとおり 別紙１及び別紙３のとおり 

許可特定事業者の関係する他の

法 人 に 関 す る 事 項 
別紙１及び別紙５のとおり 別紙１及び別紙５のとおり 

法 定 代 理 人 の 氏 名 又 は 

住 所 （ 名 称 、 代 表 者 の 

氏 名 又 は 所 在 地 ） 

  

法 定 代 理 人 に 係 る 規 則 

第 １ １ 条 第 ３ 項 第 １ 号 か ら 

第 ５ 号 ま で に 掲 げ る 事 項 

別 紙 １ 及 び 別 紙 ６ か ら 別 紙

９までのとおり 

別 紙 １ 及 び 別 紙 ６ か ら 別 紙

９までのとおり 

特 定 事 業 場 の 位 置   

特 定 事 業 場 の 面 積   

現 場 責 任 者 の 氏 名 又 は 

職 名 若 し く は 規 則 第 １ １ 条 

第 ３ 項 第 ４ 号 か ら 第 ６ 号 

ま で に 掲 げ る 事 項 

別紙１及び現場責任者選任書

のとおり 

別紙１及び現場責任者選任書

のとおり 

現 場 事 務 所 の 位 置   

下 請 事 業 者 の 氏 名 又 は 

住 所 （ 名 称 、 代 表 者 の 

氏 名 又 は 所 在 地 ） 若 し く は 

規 則 第 １ １ 条 第 ３ 項 第 １ 号 か  

ら 第 ６ 号 ま で に 掲 げ る 事 項 

別紙１及び下請事業者選任書

のとおり 

別紙１及び下請事業者選任書

のとおり 

特 定 事 業 に 使 用 さ れ る 

土 砂 等 の 量 （ 一 時 堆 積 

特 定 事 業 の 場 合 は 搬 入 、 

搬 出 の 予 定 量 ） 

  

特 定 事 業 に 使 用 さ れ る 

土 砂 等 の 搬 入 計 画 
  

排 水 測 定 施 設 の 位 置   

特 定 事 業 に 使 用 さ れ る 

土 砂 等 の 崩 落 、 飛 散 又 は 

流 出 に よ る 災 害 の 発 生 を 

防 止 す る た め に 必 要 な 措 

置 と し て 設 け た 施 設 の 構 造 

  

変 更 の 理 由   

備考  

 １  住所又は氏名の変更の場合は住民票の写し又は戸籍抄本（戸籍個人事項証明書）を、法人の所

在地、名称又は代表者の氏名の変更の場合は法人の登記事項証明書を添付すること。  

 ２  役員・株主等・使用人、関係する他の法人に関する事項、法定代理人に関する事項の変更の場

合は、別紙に記載の上、変更に係る者の住民票の写し又は法人の登記事項証明書を添付すること。  

 ３  現場責任者又は下請事業者に関する事項の変更の場合は、新たな現場責任者選任書又は下請事

業者選任書及びその変更に係る者の住民票の写し又は法人の登記事項証明書を添付すること。  

 ４  その他市長が必要と認める書類又は図面を添付すること。   



 

 

別紙１  

新旧対照表（役員・株主等・使用人） 

区分 

新 旧 

役職名 

・呼称 

氏名・住所 

(名称・所在地) 

役職名 

・呼称 

氏名・住所 

(名称・所在地) 

役 員 （ 許 可 特 定 事 業 者

が法人である場合） 

 

 

    

株 主 等 （ 許 可 特 定 事 業

者が法人である場合） 

 

 

    

規 則 第 １ ２ 条 に 規 定 す

る 使 用 人 （ 許 可 特 定 事

業 者 に 当 該 使 用 人 が あ

る場合） 

    

役 員 の 関 係 す る 他 の 法

人の役員又は株主等 

 

 

    

許 可 特 定 事 業 者 の 関 係

す る 他 の 法 人 の 役 員 又

は株主等 

 

    

法 定 代 理 人 に 関 係 す る

者 

（        ）  

 

    

現 場 責 任 者 に 関 係 す る

者 

（        ）  

 

    

下 請 事 業 者 に 関 係 す る

者 

（        ）  

 

    

備考 「株主等（変更に係る許可特定事業者が法人である場合）」欄は、新たに発行済株式総

数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の１００分の５以上の額に相当する

出資者となった者を「新」に、該当しなくなった者を「旧」に記載すること。   



 

 

別紙２  

変更後の役員、株主等又は使用人の状況（変更に係る許可特定事業者が法人である場合）  

変更に係る許可特定事業者 

 （ふりがな） 

名  称 
主たる事務所の所在地 

 

 

 

役員 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

役職名・呼称 

  
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

株主等（変更に係る許可特定事業者に株主等がある場合） 

 発行済株式の総数         株  出資の総額  

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 

代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保有する株

式の数又は

出資の額 

住  所 

（主たる事務所の所在地） 

 割合 

   
男・女 

  

  

   
男・女 

  

  

規則第１２条に規定する使用人（変更に係る許可特定事業者に当該使用人がある場合）  

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

 役職名・呼称 

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書

面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、

顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、

取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の

額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。   



 

 

別紙３  

変更後の他の法人の状況（変更に係る許可特定事業者が法人であって、その役員が

他の法人の役員又は株主等になっている場合）  

変更に係る許可特定事業者 

 名   称 主たる事務所の所在地 

 

 

 

他の法人の役員又は株主等になっている役員 

 
氏   名 

他の法人におけ

る役職名・呼称  

保有する他の法人の 

株式の数又は出資の額 
割合 

 

 

   

他の法人 

 （ふりがな） 

名称及び代表者の氏名 
主たる事務所の所在地 

 

 

 

他の法人の役員 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

役職名・呼称 

  
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

他の法人の株主等（他の法人に株主等がある場合） 

 発行済株式の総数         株  出資の総額  

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 

代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保有する株

式の数又は

出資の額 

住  所 

（主たる事務所の所在地） 

 割合 

   
男・女 

  

  

   
男・女 

  

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書

面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、

顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、

取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の

額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。   



 

 

別紙４  

変更後の使用人の状況（変更に係る許可特定事業者が個人である場合） 

変更に係る許可特定事業者 

 （ふりがな） 

氏  名 
住   所 

 

 
 

規則第１２条に規定する使用人（変更に係る許可特定事業者に当該使用人がある場合）  

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

 役職名・呼称 

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

備考  各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書

面を添付すること。   



 

 

別紙５  

変更後の他の法人の状況（変更に係る許可特定事業者が個人であって、他の法人の

役員又は株主等になっている場合） 

変更に係る許可特定事業者 

 
氏   名 

他の法人におけ

る役職名・呼称  

保有する他の法人の 

株式の数又は出資の額 
割合 

 

 

   

他の法人 

 （ふりがな） 

名称及び代表者の氏名 
主たる事務所の所在地 

 

 

 

他の法人の役員 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

役職名・呼称 

  
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

他の法人の株主等（他の法人に株主等がある場合） 

 発行済株式の総数         株  出資の総額  

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 

代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保有する株

式の数又は

出資の額 

住  所 

（主たる事務所の所在地） 

 割合 

   
男・女 

  

  

   
男・女 

  

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書

面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、

顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、

取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の

額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。   



 

 

別紙６  

変更後の役員、株主等又は使用人の状況（変更に係る許可特定事業者が条例第１５

条第１項第１号セに規定する未成年者であって、その法定代理人が法人である場合） 

変更に係る許可特定事業者 

 氏   名 住   所 

 

 

 

法定代理人 

 （ふりがな） 

名称及び代表者の氏名 
主たる事務所の所在地 

 

 

 

法定代理人の役員 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

役職名・呼称 

  
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

法定代理人の株主等（法定代理人に株主等がある場合） 

 発行済株式の総数         株  出資の総額  

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 

代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保 有 す る 株

式 の 数 又 は

出資の額 

住  所 

（主たる事務所の所在地） 

 割合 

   
男・女 

  

  

   
男・女 

  

  

法定代理人の規則第１２条に規定する使用人（法定代理人に当該使用人がある場合）  

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

 役職名・呼称 

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書

面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、

顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、

取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の

額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。   



 

 

別紙７  

変更後の他の法人の状況（変更に係る許可特定事業者が条例第１５条第１項第１号

セに規定する未成年者であり、その法定代理人が法人であって、その役員が他の法

人の役員又は株主等になっている場合）  

法定代理人 

 名   称 主たる事務所の所在地 

 

 

 

他の法人の役員又は株主等になっている法定代理人の役員 

 
氏   名 

他の法人におけ

る役職名・呼称  

保有する他の法人の 

株式の数又は出資の額 
割合 

 

 

   

他の法人 

 （ふりがな） 

名称及び代表者の氏名 
主たる事務所の所在地 

 

 

 

他の法人の役員 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

役職名・呼称 

  
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

他の法人の株主等（他の法人に株主等がある場合） 

 発行済株式の総数         株  出資の総額  

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 

代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保有する株

式の数又は

出資の額 

住  所 

（主たる事務所の所在地） 

 割合 

   
男・女 

  

  

   
男・女 

  

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書

面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、

顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、

取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の

額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。   



 

 

別紙８  

変更後の使用人の状況（変更に係る許可特定事業者が条例第１６条第７項において

準用する条例第１５条第１項第１号セに規定する未成年者であって、その法定代理

人が個人である場合） 

変更に係る許可特定事業者 

 氏   名 住   所 

 

 
 

法定代理人 

 （ふりがな） 

氏  名 
生年月日 性別 住  所 

 

 

 
男・女 

 

法定代理人の規則第１２条に規定する使用人（法定代理人に当該使用人がある場合）  

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

 役職名・呼称 

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

備考  各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書

面を添付すること。   



 

 

別紙９  

変更後の他の法人の状況（許可を受けた者が条例第１５条第１項第１号セに規定す

る未成年者であり、その法定代理人が個人であって、他の法人の役員又は株主等に

なっている場合） 

法定代理人 

 
氏   名 

他の法人におけ

る役職名・呼称  

保有する他の法人の 

株式の数又は出資の額 
割合 

 

 

   

他の法人 

 （ふりがな） 

名称及び代表者の氏名 
主たる事務所の所在地 

 

 

 

他の法人の役員 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

役職名・呼称 

  
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

他の法人の株主等（他の法人に株主等がある場合） 

 発行済株式の総数         株  出資の総額  

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 

代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保有する株

式の数又は

出資の額 

住  所 

（主たる事務所の所在地） 

 割合 

   
男・女 

  

  

   
男・女 

  

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書

面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、

顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、

取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の

額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。  

  



 

 

第２８号様式（第１７条）  

 

特定事業着手届  

 

                            年  月  日  

 

 （宛先）大網白里市長  

 

                    事 業 主 住所  

                          氏名        

                          電話番号  

                    施 工 者 住所  

                          氏名        

                          電話番号  

                    土地所有者 住所  

                          氏名        

                          電話番号  

                  （法人にあっては、主たる事務所の  

                   所在地、名称及び代表者の氏名）  

                          担当者名  

                          電話番号  

 

土砂等の埋立て等に着手したので、大網白里市土砂等の埋立て等による土壌の汚染

及び災害の発生の防止に関する条例第１９条の規定により、下記のとおり届け出ます。  

 

記 

特 定 事 業  

許 可 年 月 日      年   月  日  

許 可 番 号  指令第   号  

許 可 期 間       年   月   日～   年  月   日  

特 定 事 業 区 域  

の 位 置  
 

着 手 年 月 日      年   月  日  

土 砂 等 搬 入 届 の 届 出 年 月 日       年   月   日  

  



 

 

第２９号様式（第１８条第１項） 

 

土砂等搬入届  

                            年  月  日  

 

 （宛先）大網白里市長  

                    事 業 主 住所  

                          氏名        

                          電話番号  

                    施 工 者 住所  

                          氏名        

                          電話番号  

                    土地所有者 住所  

                          氏名        

                          電話番号  

                    （法人にあっては、主たる事務所の  

                     所在地、名称及び代表者の氏名）  

                          担当者名  

                          電話番号  

    年  月  日付け   指令第  号で許可を受けた事業について土砂等

を搬入したいので、大網白里市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の

防止に関する条例第２０条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり届け出ます。  

記  

土 砂 等 の 発 生 場 所   

発 生 元 事 業 者 名  

発 注 者   電話番号   

請 負 人   電話番号   

下 請 負 人   電話番号   

地 質 検 査 の 試 料 を 採 取 し た  

地 点 を 明 ら か に し た 土 砂 等 の  

発 生 場 所 の 平 面 図  

別添のとおり  

土 砂 等 の 発 生 場 所 の 現 場 写 真  別添のとおり  

土 砂 等 の 発 生 場 所 の 工 事 名 等   

土 砂 等 の 全 体 搬 入 量  ㎥（うち今回の搬入量      ㎥）  

土 砂 等 の 搬 入 期 間  年  月   日～    年   月   日  

土 砂 等 の 運 搬 事 業 者 名  

（ 全 て 記 載 す る こ と ）  

 

 

特 定 事 業 に 係 る 区 分  □埋立て等 ・ □一時堆積 

特 定 事 業 を 行 う 場 所   

特 定 事 業 の 許 可 期 間  年  月  日～    年  月  日  

  



 

 

第３０号様式（第１８条第５項） 

 

土砂等売渡・譲渡証明書  

 

                             年  月  日  

 

        様  

 

                       所  在  地  

             売渡・譲渡元事業者 事業者名  

                       代 表 者         

                       電話番号  

 

（許可特定事業者名）が、大網白里市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害

の発生の防止に関する条例に基づき特定事業の許可を受けた区域に搬入する土砂等

については、現在、岩石、砂利又は土の採取計画の認可等を受けている下記の採取

場から採取された土砂等であることに相違ありません。  

 

記 

認 可 採 取 場 所 在 地   

採 取 計 画 認 可 番 号   

認 可 期 間      年   月  日～    年   月   日  

認 可 採 取 量             ㎥  

特 定 事 業 区 域 の 位 置   

売 渡 し 又 は 譲 渡 し の  

土 砂 等 の 量  
           ㎥  

売 渡 し 又 は 譲 渡 し の 期 間      年   月  日～    年   月   日  

  



 

 

第３１号様式（第１９条第１項） 

土砂等管理台帳  

（    年  月分）  

許 可 特 定 事 業 者 名  ほ か  特 定 事 業 許 可 番 号       指令 第    号  

特 定 事 業 区 域 の 位 置  ほ か   筆  許 可 の 期 間   年  月  日～  年  月   日  

特 定 事 業 区 域 の 面 積  ㎡  使 用 さ れ る 土 砂 等 の 量  ㎥  

現 場 責 任 者 職 氏 名   連 絡 先 電 話 番 号   

 

発 生 元 事 業 者  

名 及 び 住 所  
 

工 事  

施 工 場 所  
 

工 事 現 場  

責 任 者 氏 名  
 

土 砂 等 の 発 生  

場 所 の 工 事 名  
 

搬 入 土 砂 等  

の 区 分  
 

工 事  

施 工 期 間  
年  月  日 ～  年  月  日  

土 砂 等  

搬 入 契 約 量  
㎥  

土 砂 等  

搬 入 期 間  
年  月  日 ～  年  月  日  

土 砂 運 搬  

契 約 者 名  
 

 

日 付  

（ 搬 入 日 ）  

搬 入 量  

（ ㎥ ）  

発 生 場 所 か ら 特 定

事 業 場 へ の 運 搬 手

段 （ 該 当 項 目 に ○ 印

を 記 入 ）  備 考  
日 付  

（ 搬 入 日 ）  

搬 入 量  

（ ㎥ ）  

発 生 場 所 か ら 特 定

事 業 場 へ の 運 搬 手

段 （ 該 当 項 目 に ○ 印

を 記 入 ）  備 考  

陸 上 輸 送  陸 上 輸 送  

発 生 場 所 か ら の 直 送  発 生 場 所 か ら の 直 送  

前 月 ま で

の 累 計  
   

前 月 ま で

の 残  
   

１     １ ７     

２     １ ８     

３     １ ９     

４     ２ ０     

５     ２ １     

６     ２ ２     

７     ２ ３     

８     ２ ４     

９     ２ ５     

１ ０     ２ ６     

１ １     ２ ７     

１ ２     ２ ８     

１ ３     ２ ９     

１ ４     ３ ０     

１ ５     ３ １     

１ ６     当 月 計     

累 計     残     

備 考  

 １  こ の 土砂 等 管 理 台 帳 は 、 発 生 場 所 ご とに 作 成 し 、 土 砂 等 の 搬 入 過 程 を１ 日 ご と に 記 入 す る こ と 。  

 ２  備 考 の欄 に は 、 土 砂 等 搬 入 届 年 月 日 等を 記 入 す る こ と 。  

 ３  搬 入 土 砂 等 の 区 分の 欄 に は 、 発 生 土 利 用 基 準 に つい て （ 平 成 １ ８ 年 ８ 月 １ ０ 日 国官 技 第 １ １ ２ 号 、 国 官 総 第

３ ０ ９ 号 、 国営 計 第 ５ ９ 号 ） 表 ―１ 土 質 区 分 基 準 の 項 細区 分 の 目 に 規 定 す る分 類 を 記 載 す る こ と 。  

  



 

 

第３２号様式（第１９条第３項） 

土砂等管理台帳（一時堆積特定事業用）  

（    年  月分）  

許 可 特 定 事 業 者 名  ほ か  特 定 事 業 許 可 番 号     指 令 第    号  

特 定 事 業 区 域 の 位 置  ほ か   筆  許 可 の 期 間  年  月  日 ～  年  月  日  

特 定 事 業 区 域 の 面 積  ㎡  
使 用 さ れ る 土 砂 等 の  

搬 入 ・ 搬 出 量  
㎥ （ １ 日 平 均     ㎥ ）  

現 場 責 任 者 職 氏 名   連 絡 先 電 話 番 号   

 
発 生 元 事 業 者  

名 及 び 住 所  
ほ か  

工 事  

施 工 場 所  
 

工 事 現 場  

責 任 者 氏 名  
 

土 砂 等 の 発 生  

場 所 の 工 事 名  
 

搬 入 土 砂 等  

の 区 分  
 

工 事  

施 工 期 間  
年  月  日 ～  年  月  日  

土 砂 等  

搬 入 契 約 量  
㎥  

土 砂 等  

搬 入 期 間  
年  月  日 ～  年  月  日  

土 砂 運 搬  

契 約 者 名  
 

 

日 付  

（ 搬 入 日 ）  

搬 入 量  

（ ㎥ ）  

搬 入 に 係 る 運 搬 手 段  

（ 該 当 項 目 に ○ 印 を 記 入 ）  

特 定 事 業 場 等 へ の 搬 出  

備 考  

搬 出 先  搬 出 先  搬 出 先  

合 計  陸 上 輸 送  

発 生 場 所 か ら の 直 送  
搬 出 量 （ ㎥ ）  搬 出 量 （ ㎥ ）  搬 出 量 （ ㎥ ）  搬 出 量 （ ㎥ ）  

前 月 ま で の

累 計  
     残 （   ）   

１         

２         

３         

４         

５         

６         

７         

８         

９         

１ ０         

１ １         

１ ２         

１ ３         

１ ４         

１ ５         

１ ６         

１ ７         

１ ８         

１ ９         

２ ０         

２ １         

２ ２         

２ ３         

２ ４         

２ ５         

２ ６         

２ ７         

２ ８         

２ ９         

３ ０         

３ １         

当 月 計         

累 計         

残         

備 考  

 １  こ の 土砂 等 管 理 台 帳 は 、 発 生 場 所 ご とに 作 成 し 、 土 砂 等 の 搬 入 過 程 を１ 日 ご と に 記 入 す る こ と 。  

 ２  備 考 の欄 に は 、 土 砂 等 搬 入 届 年 月 日 等を 記 入 す る こ と 。  

 ３  搬 入 土 砂 等 の 区 分の 欄 に は 、 発 生 土 利 用 基 準 に つい て （ 平 成 １ ８ 年 ８ 月 １ ０ 日 国官 技 第 １ １ ２ 号 、 国 官 総 第

３ ０ ９ 号 、 国営 計 第 ５ ９ 号 ） 表 ―１ 土 質 区 分 基 準 の 項 細区 分 の 目 に 規 定 す る分 類 を 記 載 す る こ と 。  
  



 

 

第３３号様式（第２０条） 

 

特定事業状況報告書  

                             年  月  日  

 

 （宛先）大網白里市長  

 

                   事 業 主 住所  

                         氏名         

                         電話番号  

                   施 工 者 住所  

                         氏名         

                         電話番号  

                   土地所有者 住所  

                         氏名         

                         電話番号  

                    （法人にあっては、主たる事務所の  

                     所在地、名称及び代表者の氏名）  

                         担当者名  

                         電話番号  

大網白里市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例

第２１条第３項の規定により、下記のとおり報告します。  

 

記  

特定事業  

許 可 年 月 日  年  月   日  

許 可 番 号  指令第   号  

許 可 期 間  年  月   日～    年   月   日  

特 定 事 業 区 域

の 位 置  
 

特 定 事 業 区 域 の 面 積  
     ㎡（うち今回実施済面積     ㎡）  

      （実施済面積     ㎡）  

特 定 事 業 に 使 用 さ れ る  

土 砂 等 の 量  

     ㎥（うち今回実施済量     ㎥ )  

      （実施済量      ㎥ )  

今 回 の 報 告 に 係 る 期 間      年   月  日～    年  月   日  

土 地 所 有 者 に よ る  

特 定 事 業 場 の 確 認 状 況  
別紙のとおり  

発 生 場 所 ・ 工 事 名 等  
搬入予  

定量㎥  

前回累  

計量㎥  

今回報  

告量㎥  

累計量  

  ㎥  
備考  

            

            

合    計            



 

 

別紙  

確認日  

土  地  所  有  者  氏  名  

備 考  
    

  /         

  /         

  /         

  /         

  /         

  /         

  /         

  /         

  /         

  /         

  /         

  /         

  /         

備考  

１ 各土地所有者は、特定事業場の施工状況を１月に１回以上確認すること。  

２ 各土地所有者が確認した日の欄に署名すること。  

  



 

 

第３４号様式（第２０条） 

一時堆積特定事業状況報告書  

                             年  月  日  

 

 （宛先）大網白里市長  

 

                   事 業 主 住所  

                         氏名         

                         電話番号  

                   施 工 者 住所  

                         氏名         

                         電話番号  

                   土地所有者 住所  

                         氏名         

                         電話番号  

                   （法人にあっては、主たる事務所の  

                    所在地、名称及び代表者の氏名）  

                         担当者名  

                         電話番号  

 大網白里市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条

例第２１条第３項の規定により、下記のとおり報告します。  

 

記  

特定事業  

許 可 年 月 日  年  月   日  

許 可 番 号  指令第   号  

許 可 期 間  年  月   日～    年   月   日  

特定事業区域  

の 位 置  
 

土 地 所 有 者 に よ る  

特 定 事 業 場 の 確 認 状 況  
別紙のとおり  

発 生 場 所 ・ 工 事 名 等  

前回まで  

の処分残  

量  ㎥  

月 日～ 月 日  今 回 の  

処 分 残  

量 ㎥  

堆 積 場  

所 区 分  

の 有 無  

備考  搬 入 量  

  ㎥  

搬 出 量  

  ㎥  

              

              

              

合    計              



 

 

別紙  

確認日  

土  地  所  有  者  氏  名  

備 考  
    

 /         

 /         

 /         

/         

/         

/         

 /         

/         

/         

/         

/         

/         

 /         

備考  

１ 各土地所有者は、特定事業場の施工状況を１月に１回以上確認すること。  

２ 各土地所有者が確認した日の欄に署名すること。  
  



 

 

第３５号様式（第２１条第５項） 

 

特定事業地質等検査報告書  

 

                             年  月  日  

 

 （宛先）大網白里市長  

 

                   事 業 主 住所  

                         氏名         

                         電話番号  

                   施 工 者 住所  

                         氏名         

                         電話番号  

                   土地所有者 住所  

                         氏名         

                         電話番号  

                   （法人にあっては、主たる事務所の  

                       所在地、名称及び代表者の氏名）  

                         担当者名  

                         電話番号  

 

 大網白里市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条

例第２２条第１項の規定により、地質等の検査結果を下記のとおり報告します。  

 

記 

特 定 事 業  

許 可 年 月 日  年  月   日  

許 可 番 号  指令第   号  

許 可 期 間  年  月   日～    年   月   日  

特 定 事 業 区 域  

の 位 置  
 

土 砂 等 及 び 排 水 の 採 取 場 所  別添位置図及び現場写真  

添 付 書 類  

・検査試料採取調書  

・地質分析（濃度）結果証明書  

・排水汚染状況測定（濃度）結果証明書  

  



 

 

第３６号様式（第２１条第５項第３号） 

 
排水汚染状況測定（濃度）結果証明書  

 
年  月  日  

 
         様  

発 行 番 号   

分 析 機 関 名   

代 表 者   

所 在 地   

電 話 番 号   

計量証明事業者の登録番号  

環 境 計 量 士   

 
     年   月   日に依頼のありました検体の計量結果を以下のとおり証明します。 

（検体区分・番号    ）  

計 量 の 対 象  単位  
測 定
値  

定 量  
下 限 値  

測  定   方   法  

カ ド ミ ウ ム  m g / l     

全 シ ア ン  m g / l     

有 機 燐  m g / l     

鉛  m g / l     

六 価 ク ロ ム  m g / l     

砒 素  m g / l     

総 水 銀  m g / l     

ア ル キ ル 水 銀  m g / l     

P C B  m g / l     

ジ ク ロ ロ メ タ ン  m g / l     

四 塩 化 炭 素  m g / l     

1 , 2 - ジ ク ロ ロ エ タ ン  m g / l     

1 , 1 - ジ ク ロ ロ エ チ レ ン  m g / l     

シス- 1 , 2 -ジクロロエチレン  m g / l     

1 , 1 , 1 - ト リ ク ロ ロ エ タ ン  m g / l     

1 , 1 , 2 - ト リ ク ロ ロ エ タ ン  m g / l     

ト リ ク ロ ロ エ チ レ ン  m g / l     

テ ト ラ ク ロ ロ エ チ レ ン  m g / l     

1 , 3 - ジ ク ロ ロ プ ロ ペ ン  m g / l     

チ ウ ラ ム  m g / l     

シ マ ジ ン  m g / l     

チ オ ベ ン カ ル ブ  m g / l     

ベ ン ゼ ン m g / l     

セ レ ン  m g / l     

ふ っ 素  m g / l     

ほ う 素  m g / l     

1 , 4 - ジ オ キ サ ン  m g / l     

銅  m g / l     

浮 遊 物 質 量  m g / l     

水 素 イ オ ン 濃 度  ―     

備

考 

計量証明の事業の工程の一部を外部の者に行わせた場合の当該工程を実施した事業者の氏

名又は名称及び事業所の所在地：  

  



 

 

第３７号様式（第２２条第１項） 

 

    
1 2 0 センチメートル以上  

  

    

  

        
土 砂 等 の 埋 立 て 等 に 関 す る 標 識  

事 業 の 許 可     年  月  日    指令第  号  

事 業 の 目 的    

事業区 域の所在 地    

許

可

特

定

事

業

者 

 住所（所在地）  氏名（名称）  連絡先  

9 0

セ

ン

チ

メ

｜

ト

ル

以

上  

事 業 主     

施 工 者     

土 地 所 有 者     

下 請 事 業 者     

事業の許可期間    年  月  日～   年  月  日  

事 業 場 及 び  

事業区域の面積  

事業場面積：  

事業区域面積：  
事 業 場 及 び 事 業 区 域 の

見取図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

搬入予定量  

（一時堆積特定事  

業の場合は、土砂  

等の年間の搬入  

及び搬出予定量）  

  

現 場 責 任 者 の  

氏 名 、 職 名  

及 び 連 絡 先  

  

                  

5 0 センチメートル以上  

    

      

  



 

 

第３８号様式（第２３条第１項） 

 

特定事業廃止（中止）事前届  

 

                             年  月  日  

  

（宛先）大網白里市長  

 

                   事 業 主 住所  

                         氏名          

                         電話番号  

                   施 工 者 住所  

                         氏名          

                         電話番号  

                   土地所有者 住所  

                         氏名          

                         電話番号  

                    （法人にあっては、主たる事務所の  

                     所在地、名称及び代表者の氏名）  

                         担当者名  

                         電話番号  

 

 特定事業を廃止（中止）したいので、大網白里市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び

災害の発生の防止に関する条例第２５条第１項の規定により、下記のとおり届け出ます。  

記 

特 定 事 業  

許 可 年 月 日      年   月  日  

許 可 番 号  指令第   号  

許 可 期 間  年  月   日～    年   月   日  

特 定 事 業 区 域  

の 位 置  
 

特 定 事 業 を 廃 止 す る 期 日  年  月   日  

特 定 事 業 を 中 止 す る 期 間  年  月   日～    年   月   日  

特 定 事 業 を 廃 止 （ 中 止 ） し た 場 合 の 特 定 事 業 区 域 の 構 造  別添図面のとおり  

特 定 事 業 を 廃 止 （ 中 止 ） し よ う と す る 場 合 の 工 程  別紙のとおり  

特定事業を廃止（中止 ）した場合の特定事業 区域以外の地  

域への当該特定事業に 使用された土砂等の崩 落、飛散又は  

流 出 に よ る 災 害 の 発 生 を 防 止 す る た め に 必 要 な 措 置  

別添施工図面のとおり  

一 時 堆 積 特 定 事 業 の 特 定 事 業 区 域 の  

面 積 の う ち 土 砂 等 が 堆 積 さ れ て い る 面 積  

          

㎡  

備考 特定事業区域の現状における現場写真を添付すること。



 

 

別紙  

特定事業工程表  

土 壌 の 汚 染 及 び 土 砂 等 の 崩  

落 等 に よ る 災 害 の 発 生 を 防  

止 す る た め に 必 要 な 措 置 の  

内 容 又 は 工 法 ・ 工 種  

年            

      

  

月            

      

  

            

      

  

            

      

  

            

      

  

            

      

  

            

      

  

            

      

  

            

      

  

            

      

  

            

      

  

  



 

 

第３９号様式（第２３条第３項） 

 

特定事業廃止届  

 

                             年  月  日  

 

 （宛先）大網白里市長  

 事 業 主 住所          

 氏名          

                         電話番号  

                   施 工 者 住所  

                         氏名          

                         電話番号  

                   土地所有者 住所  

                         氏名          

                         電話番号  

                    （法人にあっては、主たる事務所の  

                     所在地、名称及び代表者の氏名）  

                         担当者名  

                         電話番号  

 

 特定事業を廃止したので、大網白里市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生

の防止に関する条例第２５条第３項の規定により、下記のとおり届け出ます。  

 

記 

特 定 事 業  

許 可 年 月 日       年  月   日  

許 可 番 号  指令第   号  

許 可 期 間  年  月   日～   年   月   日  

特 定 事 業 区 域  

の 位 置  
 

特 定 事 業 を 廃 止 す る 期 日  年  月   日  

土 砂 等 の 搬 入 計 画 量          ㎥  

土 砂 等 の 搬 入 実 績     ㎥  

特 定 事 業 区 域 の 構 造  別添図面のとおり  

  



 

 

第４０号様式（第２４条第１項） 

 

特定事業完了事前届  

 

                             年  月  日  

 

 （宛先）大網白里市長  

 

                   事 業 主 住所  

                         氏名          

                         電話番号  

                   施 工 者 住所  

                         氏名          

                         電話番号  

                   土地所有者 住所  

                         氏名          

                         電話番号  

                    （法人にあっては、主たる事務所の  

                     所在地、名称及び代表者の氏名）  

                         担当者名  

                         電話番号  

 

 特定事業が完了するので、大網白里市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生

の防止に関する条例第２６条第１項の規定により、下記のとおり届け出ます。  

 

記 

特 定 事 業  

許 可 年 月 日       年   月   日  

許 可 番 号  指令第   号  

許 可 期 間  年  月   日～    年   月   日  

特 定 事 業 区 域  

の 位 置  
 

特 定 事 業 の 完 了 予 定 期 日  年  月   日  

特 定 事 業 を 完 了 し た 場 合 の  

特 定 事 業 区 域 の 構 造  
別添図面のとおり  

特 定 事 業 が 完 了 す る ま で の  

工 程  
別紙のとおり  

備考 特定事業区域の現状における現場写真を添付すること。



 

 

別紙  

特定事業工程表  

土 壌 の 汚 染 及 び 土 砂 等 の 崩  

落 等 に よ る 災 害 の 発 生 を 防  

止 す る た め に 必 要 な 措 置 の  

内 容 又 は 工 法 ・ 工 種  

年            

      

  

月            

      

  

            

      

  

            

      

  

            

      

  

            

      

  

            

      

  

            

      

  

            

      

  

            

      

  

            

      

  

  



 

 

第４１号様式（第２４条第３項） 

 

特定事業完了届  

 

                             年  月  日  

 

 （宛先）大網白里市長  

 

                   事 業 主 住所  

                         氏名          

                         電話番号  

                   施 工 者 住所  

                         氏名          

                         電話番号  

                   土地所有者 住所  

                         氏名          

                         電話番号  

                 （法人にあっては、主たる事務所の  

                  所在地、名称及び代表者の氏名）  

                         担当者名  

                         電話番号  

 

 特定事業が完了したので、大網白里市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生

の防止に関する条例第２６条第３項の規定により、下記のとおり届け出ます。  

 

記 

特 定 事 業  

許 可 年 月 日       年  月   日  

許 可 番 号  指令第   号  

許 可 期 間  年  月   日～   年   月   日  

特 定 事 業 区 域  

の 位 置  
 

特 定 事 業 の 完 了 期 日  年  月   日  

完 了 し た 特 定 事 業 区 域 の 構 造  別添図面のとおり  

  



 

 

第４２号様式（第２５条第１項） 

 

特定事業終了事前届  

 

                             年  月  日  

 

 （宛先）大網白里市長  

 

                   事 業 主 住所  

                         氏名          

                         電話番号  

                   施 工 者 住所  

                         氏名          

                         電話番号  

                   土地所有者 住所  

                         氏名          

                         電話番号  

（法人にあっては、主たる事務所の  

                  所在地、名称及び代表者の氏名）  

                         担当者名  

                         電話番号  

 

 特定事業が期間内に完了する見込みがないため、特定事業を終了したいので、大網白里市

土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例第２７条第１項の規

定により、下記のとおり届け出ます。  

 

記 

特 定 事 業  

許 可 年 月 日       年   月   日  

許 可 番 号  指令第   号  

許 可 期 間  年  月   日～    年   月   日  

特 定 事 業 区 域  

の 位 置  
 

特 定 事 業 を 終 了 し た 場 合 の  

特 定 事 業 区 域 の 構 造  
別添図面のとおり  

特 定 事 業 が 終 了 す る ま で の  

工 程  
別紙のとおり  

備考 特定事業区域の現状における現場写真を添付すること。



 

 

別紙  

特定事業工程表  

土 壌 の 汚 染 及 び 土 砂 等

の崩  

落 等 に よ る 災 害 の 発 生

を防  

止 す る た め に 必 要 な 措

置の  

内容又は工法・工種  

年            

      

  

月            

      

  

            

      

  

            

      

  

            

      

  

            

      

  

            

      

  

            

      

  

            

      

  

            

      

  

            

      

  

  



 

 

第４３号様式（第２５条第３項） 

 

特定事業終了届  

 

                                年  月  

日  

 

 （宛先）大網白里市長  

 

                      事 業 主 住所  

                            氏名          

                            電話番号  

                      施 工 者 住所  

                            氏名          

                            電話番号  

                      土地所有者 住所  

                            氏名          

                            電話番号  

                    （法人にあっては、主たる事務所の  

                      所在地、名称及び代表者の氏名）  

                            担当者名  

                            電話番号  

 

 特定事業を終了したので、大網白里市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災

害の発生の防止に関する条例第２７条第３項の規定により、下記のとおり届け出ま

す。  

 

記 

特 定 事 業  

許 可 年 月 日       年  月  日  

許 可 番 号  指令第   号  

許 可 期 間  年  月  日～   年  月  日  

特 定 事 業 区 域  

の 位 置  
 

土 砂 等 の 搬 入 計 画 量          ㎥  

土 砂 等 の 搬 入 実 績     ㎥  

終了した特定事業区域の構造  別添図面のとおり  

  



 

 

第４４号様式（第２６条第１項） 

（第１面）  

特定事業譲受け許可申請書  

 

                                  年  月  

日  

 （宛先）大網白里市長  

                 住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）  

 

             申請者 氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）  

                                     印  

                電話番号 

                担当者名 

 

大網白里市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例

第２８条第２項の規定により、特定事業の全部の譲受けの許可を受けたいので、下記

のとおり申請します。  

記  

譲 り 受 け  

ようとする  

特 定 事 業  

許可年月日       年  月  日  

許 可 番 号  指令第  号  

許 可 期 間  年  月  日～    年  月  日  

特 定 事 業  

区域の位置  
 

譲 受 け の  

相 手 方  

住所（法人にあっては、  

主たる事務所の所在地）  
 

氏名（法人にあっては、  

名称及び代表者の氏名）  
 

特 定 事 業 に 使 用 さ れ る 土 砂 等 の 量         ㎥  

譲 受 け に 伴 い 新 た な 現 場 責 任 者 を  

選 任 す る 場 合 は 、 当 該 現 場 責 任 者 の  

氏 名 、 職 名 及 び そ の 他 の 事 項  

別添現場責任者選任書  

のとおり  

譲受けに伴う新たな下請事業者がある場合は、当該下

請  

事業者の氏名及び住所（法人にあっては名称、代表者

の  

氏名及び主たる事務所の所在地）並びにその他の事項  

別添下請事業者選任書  

のとおり  

譲 受 け の 理 由  

 

 

 



 

 

（第２面）  

添 
 

付 
 

書 
 

類 

 

１ 住民票の写し（法人にあっては、法人の登記事項証明書）及び印鑑登録

証明書 

２ 申請者が条例第２８条第４項において準用する条例第１５条第１項第１

号アからソまでに該当しない者であることの誓約書 

３ 申請者が特定事業区域（一時堆積特定事業の場合は、特定事業場）の土

地の所有者である場合は、土地の所有者の特定事業者としての責務等につ

いての確認書 

４ 申請者が法人である場合は、その役員の住民票の写し 

５ 申請者が法人であって、株主等がある場合は、当該株主等の住民票の写

し（当該株主等が法人である場合は、当該株主等の登記事項証明書） 

６ 申請者が法人であって、その役員が他の法人の役員又は株主等になって

いる場合は、当該他の法人の登記事項証明書並びに４及び５に掲げる書類 

７  申請者が個人であって、他の法人の役員又は株主等になっている場合

は、当該他の法人の登記事項証明書並びに４及び５に掲げる書類 

８ 申請者に規則第１２条に規定する使用人がある場合は、当該使用人の住

民票の写し 

９ 申請者が未成年者である場合は、その法定代理人の住民票の写し（当該

法定代理人が法人である場合は、当該法定代理人の登記事項証明書）及び

４から８までに掲げる書類 

10  譲受けに伴い新たな特定事業の請負契約等がある場合は、当該請負契約

等に係る書類の写し 

11  譲受けに伴い新たな現場責任者を選任する場合は、当該現場責任者に係

る現場責任者選任書（当該現場責任者の住民票の写し、当該現場責任者が

条例第１５条第１項第４号本文に適合する者であることの誓約書及び当該

現場責任者に係る７から９までに掲げる書類を添付） 

12  譲受けに伴う新たな下請事業者がある場合は、当該下請事業者に係る下

請事業者選任書（当該下請事業者の住民票の写し（当該下請事業者が法人

である場合は、当該下請事業者の登記事項証明書）並びに当該下請事業者

に係る２及び４から９までに掲げる書類を添付） 

13 特定事業場の位置図及び付近の見取図 

14  特定事業区域内（特定事業場内）施工同意書及び特定事業区域外土地使

用同意書 

15 近傍土地所有者承諾書 

16  条例第２８条第１項において準用する条例第１２条第５項の規定による

協定を締結した場合は、当該協定書の写し 

17 その他（                           ） 

 

 



 

 

（第３面）  

申請者が法人である場合  

申請者 

 （ふりがな） 

名  称 
主たる事務所の所在地 

 

 

 

役員 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

役職名・呼称 

  
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

株主等（申請者に株主等がある場合） 

 発行済株式の総数         株 出資の総

額 

 

 

（ふりがな） 

氏名（名称及び 

代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保有する

株式の数

又は出資

の額 

住  所 

（主たる事務所の所在

地） 

 割合 

   男・

女 

  

  

   男・

女 

  

  

規則第１２条に規定する使用人（申請者に当該使用人がある場合） 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

 役職名・呼称 

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、

その書面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、

相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業

務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有する

ものと認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又

は出資の額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。   



 

 

（第４面）  

申請者が法人であって、その役員が他の法人の役員又は株主等になっている場合  

申請者 
 名  称 主たる事務所の所在地 

 
 

 

他の法人の役員又は株主等になっている役員 
 

氏  名 
他の法人にお
ける役職名・

呼称  

保有する他の法人の 
株式の数又は出資の額 

割合 

 
 

   

他の法人 
 （ふりがな） 

名称及び代表者の氏名 
主たる事務所の所在地 

 
 

 

他の法人の役員 
 （ふりがな） 

氏  名 
生年月日 

性別 住  所 
役職名・呼称 

  
男・女 

 
    
   

男・女 
 

    
   

男・女 
 

    
他の法人の株主等（他の法人に株主等がある場合） 
 発行済株式の総数         株 出資の総

額 
 

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 
代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保有する
株式の数
又は出資
の額 

住  所 
（主たる事務所の所在

地） 
 割合 
   男・

女 
  

  
   男・

女 
  

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、

その書面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、

相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業

務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有する

ものと認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又

は出資の額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。   



 

 

（第５面）  

申請者が個人である場合 

申請者 

 （ふりがな） 

氏  名 
住  所 

 

 
 

規則第１２条に規定する使用人（申請者に当該使用人がある場合） 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

 役職名・呼称 

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

備考 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、

その書面を添付すること。   



 

 

（第６面）  

申請者が個人であって、他の法人の役員又は株主等になっている場合 

申請者 

 

氏  名 

他の法人にお

ける役職名・

呼称  

保有する他の法人の 

株式の数又は出資の額 
割合 

 

 

   

他の法人 

 （ふりがな） 

名称及び代表者の氏名 
主たる事務所の所在地 

 

 

 

他の法人の役員 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

役職名・呼称 

  
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

   
男・女 

 

    

他の法人の株主等（他の法人に株主等がある場合） 

 発行済株式の総数         株 出資の総

額 

 

 

（ふりがな） 

氏名（名称及び 

代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保有する

株式の数

又は出資

の額 

住  所 

（主たる事務所の所在

地） 

 割合 

   男・

女 

  

  

   男・

女 

  

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、

その書面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、

相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業

務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有する

ものと認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又

は出資の額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。   



 

 

（第７面）  

申請者が条例第１５条第１項第１号セに規定する未成年者であって、その法定

代理人が法人である場合 
申請者 

 氏  名 住  所 

 
 

 

法定代理人 

 （ふりがな） 
名称及び代表者の氏名 

主たる事務所の所在地 

 
 

 

法定代理人の役員 
 （ふりがな） 

氏  名 
生年月日 

性別 住  所 
役職名・呼称 

  
男・女 

 
    
   

男・女 
 

    
   

男・女 
 

    
法定代理人の株主等（法定代理人に株主等がある場合） 
 発行済株式の総数         株 出資の総

額 
 

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 
代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保 有 す る
株 式 の 数
又 は 出 資
の額 

住  所 
（主たる事務所の所在

地） 
 割合 
   男・

女 
  

  
   男・

女 
  

  
法定代理人の規則第１２条に規定する使用人（法定代理人に当該使用人がある場
合） 
 （ふりがな） 

氏  名 
生年月日 

性別 住  所 
 役職名・呼称 
   

男・女 
 

  
   

男・女 
 

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、

その書面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、

相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業

務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有する

ものと認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又

は出資の額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。   



 

 

（第８面）  

申請者が条例第１５条第１項第１号セに規定する未成年者であり、その法定代理人

が法人であって、その役員が他の法人の役員又は株主等になっている場合  

法定代理人 
 名  称 主たる事務所の所在地 

 
 

 

他の法人の役員又は株主等になっている法定代理人の役員 
 

氏  名 
他の法人にお
ける役職名・

呼称  

保有する他の法人の 
株式の数又は出資の額 

割合 

 
 

   

他の法人 
 （ふりがな） 

名称及び代表者の氏名 
主たる事務所の所在地 

 
 

 

他の法人の役員 
 （ふりがな） 

氏  名 
生年月日 

性別 住  所 
役職名・呼称 

  
男・女 

 
    
   

男・女 
 

    
   

男・女 
 

    
他の法人の株主等（他の法人に株主等がある場合） 
 発行済株式の総数         株 出資の総

額 
 

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 
代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保有する
株式の数
又は出資
の額 

住  所 
（主たる事務所の所在

地） 
 割合 
   男・

女 
  

  
   男・

女 
  

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、

その書面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、

相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業

務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有する

ものと認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又

は出資の額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。   



 

 

（第９面）  

申請者が条例第１５条第１項第１号セに規定する未成年者であって、その法定

代理人が個人である場合 

申請者 

 氏  名 住  所 

 

 
 

法定代理人 

 （ふりがな） 

氏  名 
生年月日 性別 住  所 

 

 

 
男・女 

 

法定代理人の規則第１２条に規定する使用人（法定代理人に当該使用人があ

る場合） 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

 役職名・呼称 

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

備考 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、

その書面を添付すること。   



 

 

（第１０面）  

申請者が条例第１５条第１項第１号セに規定する未成年者であり、その法定代

理人が個人であって、他の法人の役員又は株主等になっている場合 
法定代理人 
 

氏  名 
他の法人にお
ける役職名・

呼称  

保有する他の法人の 
株式の数又は出資の額 

割合 

 
 

   

他の法人 
 （ふりがな） 

名称及び代表者の氏名 
主たる事務所の所在地 

 
 

 

他の法人の役員 
 （ふりがな） 

氏  名 
生年月日 

性別 住  所 
役職名・呼称 

  
男・女 

 
    
   

男・女 
 

    
   

男・女 
 

    
他の法人の株主等（他の法人に株主等がある場合） 
 発行済株式の総数         株 出資の総

額 
 

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 
代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保有する
株式の数
又は出資
の額 

住  所 
（主たる事務所の所在

地） 
 割合 
   男・

女 
  

  
   男・

女 
  

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、

その書面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、

相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業

務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有する

ものと認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又

は出資の額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。  

  



 

 

第４５号様式（第２７条） 

特定事業譲受け許可（不許可）決定通知書 

指令第   号 

年  月  日 

          様 

                         大網白里市長 

    年  月  日付けで申請のありました特定事業については、下記のとお

り許可する（許可しない）ことと決定しましたので通知します。 

記 

１ 許可の内容 

２ 不許可の理由 

 
 教示 

  １  この処分に不服がある場合には、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内

に、大網白里市長に対して審査請求をすることができます（なお、この処分があったことを知った日

の翌日から起算して３か月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると審査

請求をすることができなくなります。）。 

  ２  この処分については、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、大網白

里市を被告として（訴訟において大網白里市を代表する者は大網白里市長となります。）、処分の取消

しの訴えを提起することができます（なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６

か月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起

することができなくなります。）。ただし、上記１の審査請求をした場合は、当該審査請求に対する裁

決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、処分の取消しの訴えを提起することが

できます。 

  

地 位 を 継 承 す る 

特 定 事 業 

許 可 年 月 日   年  月  日 

許 可 番 号   指令第   号 

許 可 期 間   年  月  日～  年  月  日 

特 定 事 業 区 域 

の 位 置 

 

従 前 の 許 可 を 受

け た 者 の 氏 名 等 

住 所 （ 法 人 に 

あ っ て は 、 主 

た る 事 務 所 の 

所 在 地 ） 

 

氏 名 （ 法 人 に 

あ っ て は 、 名 

称 及 び 代 表 者 

の 氏 名 ） 

 

許可の条件  



 

 

第４６号様式（第２８条） 

（第１面）  

特定事業相続等届  

 

                                年  月  

日  

 

 （宛先）大網白里市長  

 

                 住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）  

 

             届出者 氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）  

                                        印  

                 電話番号 

                 担当者名 

 

大網白里市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例

の許可特定事業者の地位を承継したので、同条例第２９条第２項の規定により、下記

のとおり届け出ます。  

 

記  

地位を継承し  

た 特 定 事 業  

許 可 年 月 日       年  月  日  

許 可 番 号  指令第  号  

許 可 期 間  
年   月   日 ～     年   月  

日  

特 定 事 業  

区 域 の 位 置  
 

従前の許可を  

受 け た 者 の  

氏 名 等  

住所（法人に  

あっては、主  

た る 事 務 所  

の 所 在 地 ）  

 

氏名（法人に  

あっては、名  

称 及 び 代 表  

者 の 氏 名 ）  

 

承 継 年 月 日  年   月   日  

承 継 の 理 由  

 

 

 



 

 

（第２面）  

添 
 

付 
 

書 
 

類 

 

１ 承継を証する書面  

２ 住民票の写し（法人にあっては、法人の登記事項証明書）及び印鑑登

録証明書 

３ 届出者が条例第１５条第１項第１号アからソまでに該当しない者であ

ることの誓約書  

４ 届出者が特定事業区域（一時堆積特定事業の場合は、特定事業場）の

土地の所有者である場合は、土地の所有者の特定事業者としての責務等

についての確認書  

５ 届出者が法人である場合は、その役員の住民票の写し 

６ 届出者が法人であって、株主等がある場合は、当該株主等の住民票の

写し（当該株主等が法人である場合は、当該株主等の登記事項証明書） 

７ 届出者が法人であって、その役員が他の法人の役員又は株主等になっ

ている場合は、当該他の法人の登記事項証明書並びに５及び６に掲げる

書類  

８ 届出者が個人であって、他の法人の役員又は株主等になっている場合

は、当該他の法人の登記事項証明書並びに５及び６に掲げる書類 

９ 届出者に規則第１２条に規定する使用人がある場合は、当該使用人の

住民票の写し  

10 届出者が未成年者である場合は、その法定代理人の住民票の写し（当

該法定代理人が法人である場合は、当該法定代理人の登記事項証明書）

及び５から９までに掲げる書類 

 



 

 

（第３面）  

届出者が法人である場合  

届出者 
 （ふりがな） 

名  称 
主たる事務所の所在地 

 
 

 

役員 
 （ふりがな） 

氏  名 
生年月日 

性別 住  所 
役職名・呼称 

  
男・女 

 
    
   

男・女 
 

    
   

男・女 
 

    
株主等（届出者に株主等がある場合） 
 発行済株式の総数         株 出資の総

額 
 

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 
代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保有する
株式の数
又は出資
の額 

住  所 
（主たる事務所の所在

地） 
 割合 
   男・

女 
  

  
   男・

女 
  

  
規則第１２条に規定する使用人（届出者に当該使用人がある場合） 
 （ふりがな） 

氏  名 
生年月日 

性別 住  所 
 役職名・呼称 
   

男・女 
 

  
   

男・女 
 

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、

その書面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、

相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業

務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有する

ものと認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又

は出資の額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。   



 

 

（第４面）  

届出者が法人であって、その役員が他の法人の役員又は株主等になっている場合  

届出者 
 名  称 主たる事務所の所在地 

 
 

 

他の法人の役員又は株主等になっている役員 
 

氏  名 
他の法人にお
ける役職名・

呼称  

保有する他の法人の 
株式の数又は出資の額 

割合 

 
 

   

他の法人 
 （ふりがな） 

名称及び代表者の氏名 
主たる事務所の所在地 

 
 

 

他の法人の役員 
 （ふりがな） 

氏  名 
生年月日 

性別 住  所 
役職名・呼称 

  
男・女 

 
    
   

男・女 
 

    
   

男・女 
 

    
他の法人の株主等（他の法人に株主等がある場合） 
 発行済株式の総数         株 出資の総

額 
 

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 
代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保有する
株式の数
又は出資
の額 

住  所 
（主たる事務所の所在

地） 
 割合 
   男・

女 
  

  
   男・

女 
  

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、

その書面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、

相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業

務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有する

ものと認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又

は出資の額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。   



 

 

（第５面）  

届出者が個人である場合 

届出者 

 （ふりがな） 

氏  名 
住  所 

 

 
 

規則第１２条に規定する使用人（届出者に当該使用人がある場合） 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

 役職名・呼称 

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

備考 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、

その書面を添付すること。   



 

 

（第６面）  

届出者が個人であって、他の法人の役員又は株主等になっている場合 

届出者 
 

氏  名 
他の法人にお
ける役職名・

呼称  

保有する他の法人の 
株式の数又は出資の額 

割合 

 
 

   

他の法人 
 （ふりがな） 

名称及び代表者の氏名 
主たる事務所の所在地 

 
 

 

他の法人の役員 
 （ふりがな） 

氏  名 
生年月日 

性別 住  所 
役職名・呼称 

  
男・女 

 
    
   

男・女 
 

    
   

男・女 
 

    
他の法人の株主等（他の法人に株主等がある場合） 
 発行済株式の総数         株 出資の総

額 
 

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 
代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保有する
株式の数
又は出資
の額 

住  所 
（主たる事務所の所在

地） 
 割合 
   男・

女 
  

  
   男・

女 
  

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、

その書面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、

相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業

務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有する

ものと認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又

は出資の額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。   



 

 

（第７面）  

届出者が条例第１５条第１項第１号セに規定する未成年者であって、その法定

代理人が法人である場合 
届出者 

 氏  名 住  所 

 
 

 

法定代理人 

 （ふりがな） 
名称及び代表者の氏名 

主たる事務所の所在地 

 
 

 

法定代理人の役員 
 （ふりがな） 

氏  名 
生年月日 

性別 住  所 
役職名・呼称 

  
男・女 

 
    
   

男・女 
 

    
   

男・女 
 

    
法定代理人の株主等（法定代理人に株主等がある場合） 
 発行済株式の総数         株 出資の総

額 
 

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 
代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保 有 す る
株 式 の 数
又 は 出 資
の額 

住  所 
（主たる事務所の所在

地） 
 割合 
   男・

女 
  

  
   男・

女 
  

  
法定代理人の規則第１２条に規定する使用人（法定代理人に当該使用人がある場
合） 
 （ふりがな） 

氏  名 
生年月日 

性別 住  所 
 役職名・呼称 
   

男・女 
 

  
   

男・女 
 

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、

その書面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、

相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業

務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有する

ものと認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又

は出資の額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。   



 

 

（第８面）  

届出者が条例第１５条第１項第１号セに規定する未成年者であり、その法定代理人

が法人であって、その役員が他の法人の役員又は株主等になっている場合  

法定代理人 
 名  称 主たる事務所の所在地 

 
 

 

他の法人の役員又は株主等になっている法定代理人の役員 
 

氏  名 
他の法人にお
ける役職名・

呼称  

保有する他の法人の 
株式の数又は出資の額 

割合 

 
 

   

他の法人 
 （ふりがな） 

名称及び代表者の氏名 
主たる事務所の所在地 

 
 

 

他の法人の役員 
 （ふりがな） 

氏  名 
生年月日 

性別 住  所 
役職名・呼称 

  
男・女 

 
    
   

男・女 
 

    
   

男・女 
 

    
他の法人の株主等（他の法人に株主等がある場合） 
 発行済株式の総数         株 出資の総

額 
 

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 
代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保有する
株式の数
又は出資
の額 

住  所 
（主たる事務所の所在

地） 
 割合 
   男・

女 
  

  
   男・

女 
  

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、

その書面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、

相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業

務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有する

ものと認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又

は出資の額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。   



 

 

（第９面）  

届出者が条例第１５条第１項第１号セに規定する未成年者であって、その法定

代理人が個人である場合 

届出者 

 氏  名 住  所 

 

 
 

法定代理人 

 （ふりがな） 

氏  名 
生年月日 性別 住  所 

 

 

 
男・女 

 

法定代理人の規則第１２条に規定する使用人（法定代理人に当該使用人がある場

合） 

 （ふりがな） 

氏  名 

生年月日 
性別 住  所 

 役職名・呼称 

   
男・女 

 

  

   
男・女 

 

  

備考 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、

その書面を添付すること。   



 

 

（第１０面）  

届出者が条例第１５条第１項第１号セに規定する未成年者であり、その法定代

理人が個人であって、他の法人の役員又は株主等になっている場合 
法定代理人 
 

氏  名 
他の法人にお
ける役職名・

呼称  

保有する他の法人の 
株式の数又は出資の額 

割合 

 
 

   

他の法人 
 （ふりがな） 

名称及び代表者の氏名 
主たる事務所の所在地 

 
 

 

他の法人の役員 
 （ふりがな） 

氏  名 
生年月日 

性別 住  所 
役職名・呼称 

  
男・女 

 
    
   

男・女 
 

    
   

男・女 
 

    
他の法人の株主等（他の法人に株主等がある場合） 
 発行済株式の総数         株 出資の総

額 
 

 
（ふりがな） 

氏名（名称及び 
代表者の氏名） 

生年月日 性別 

保有する
株式の数
又は出資
の額 

住  所 
（主たる事務所の所在

地） 
 割合 
   男・

女 
  

  
   男・

女 
  

  

備考  

１ 各欄に記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、

その書面を添付すること。  

２ 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、

相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業

務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有する

ものと認められるものを含む。  

３ 「株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又

は出資の額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。  

  



 

 

第４７号様式（第２９条） 

措置命令書 

 

達第    号 

年  月  日 

 

          様 

 

                      大網白里市長 

 

 あなたが、大網白里市   で行っている事業は、大網白里市土砂等

の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例に違反

しているので、同条例第  条第  項の規定により、下記の措置を講

ずるよう命令します。 

 

記 

 

１ 措置命令 

 

２ 命令の理由 

 

３ 措置期限 

 

４ その他 

 

 教示 

  １ この処分に不服がある場合には、この処分があったことを知った日の翌日か

ら起算して３か月以内に、大網白里市長に対して審査請求をすることができま

す（なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内で

あっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をする

ことができなくなります。）。 

  ２ この処分については、この処分があったことを知った日の翌日から起算して

６か月以内に、大網白里市を被告として（訴訟において大網白里市を代表する

者は大網白里市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができま

す（なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内で

あっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの

訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記１の審査請求をした

場合は、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算し

て６か月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます。  

  



 

 

第４８号様式（第３０条） 

特定事業許可取消通知書 

 

達第    号 

年  月  日 

 

        様 

 

                      大網白里市長 

 

    年  月  日付け   指令第   号で許可した事業は、

大網白里市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に

関する条例に違反しているので、同条例第  条第  項の規定により、

下記のとおり許可を取り消します。 

 

記 

 

１ 事業名 

 

２ 事業区域 

 

３ 取消理由 

 

 

 教示 

  １ この処分に不服がある場合には、この処分があったことを知った日の翌日か

ら起算して３か月以内に、大網白里市長に対して審査請求をすることができま

す（なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内で

あっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をする

ことができなくなります。）。 

  ２ この処分については、この処分があったことを知った日の翌日から起算して

６か月以内に、大網白里市を被告として（訴訟において大網白里市を代表する

者は大網白里市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができま

す（なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内で

あっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの

訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記１の審査請求をした

場合は、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算し

て６か月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます。  

  



 

 

第４９号様式（第３０条） 

停止命令書 

 

達第    号 

年  月  日 

 

          様 

 

                      大網白里市長 

 

 あなたが、大網白里市     で行っている事業は、大網白里市土

砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例に

違反しているので、同条例第  条第  項の規定により、停止するよ

う命令します。 

 

記 

 

１ 命令の理由 

 

２ その他 

 

 

 教示 

  １ この処分に不服がある場合には、この処分があったことを知った日の翌日か

ら起算して３か月以内に、大網白里市長に対して審査請求をすることができま

す（なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内で

あっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をする

ことができなくなります。）。 

  ２ この処分については、この処分があったことを知った日の翌日から起算して

６か月以内に、大網白里市を被告として（訴訟において大網白里市を代表する

者は大網白里市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができま

す（なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内で

あっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの

訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記１の審査請求をした

場合は、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算し

て６か月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます。  

  



 

 

第５０号様式（第３１条） 

（表） 

 

（裏） 

 

 注 用紙の大きさは、縦６センチメートル、横９センチメートルとする。 

 

第    号 

身 分 証 明 書 

 

 

 

写  真 

    所  属 

    職・氏名 

 

 上記の者は、大網白里市土砂等の埋立て等による

土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例第３

５条第１項の規定により、立入検査を行う職員であ

ることを証明する。 

      

年  月  日発行 

                      大網白里市長 

 

  大網白里市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生

の防止に関する条例（抜粋） 
 （立入検査） 

第３５条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、当該職員に、土

砂等の埋立て等に供する区域又は土砂等の埋立て等を行う者の現場事務

所、事業場その他その業務を行う場所に立ち入り、帳簿、書類その他の物

件を検査させ、又は関係者に質問させることができる。この場合におい

て、土砂等の埋立て等に安全基準に適合しない土砂等であることの疑いの

ある物を使用しているときは、検査のため必要最小限度の分量に限り、当

該区域内の土を無償で採取させることができる。  

２ 前項の規定により当該職員が立ち入るときは、その身分を示す証明書を

携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。  

３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたも

のと解釈してはならない。  


